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平成２９年川西町議会第１回定例会会議録 (開 会) 

 招集年月日   平成２９年３月１０日 
 

 招集の場所   川 西 町 役 場 議 場 
 

 開 会        平成２９年３月１０日   午前１０時 宣告 
 

 出 席 議 員      １番  松村定則    ２番  安井知子   ３番   福西広理  
 

  ４番  伊藤彰夫    ５番  石田三郎   ６番   今村榮一  
 

  ７番  松本史郎    ８番   寺澤秀和  ９番   森本修司  
 

  10番  中嶋正澄   11番   芝  和也   12番   大植  正  
 

 欠 席 議 員         
 

 地方自治法第   町 長 竹村匡正           副町長 森田政美 
 

 121条の 規定   教育長 山嶋健司       理事 藤井隆弘    
 

 により説明の  総務部長 西村俊哉     福祉部長 下間章兆 
 

 ため出席した  教育次長 栗原 進     会計管理者 奥 隆至 
 

 者の職氏名  水道部長 福本哲也    産業建設部長 吉田昌功                 

  総務課長 大西成弘   
 

    
 

    
 

   監査委員 木村 衛 
 

 本会議に職務 議会事務局長  安井洋次 
 

 のため出席し モニター係 野口明日香 
 

 た者の職氏名          
 

 本日の会議に   別紙議事日程に同じ 
 

 付した事件  
 

 会 議 録 署 名         議長は会議録署名議員に次の２人を指名した 
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 議員の氏名      ８番 寺澤秀和 議員 １０番 中嶋正澄 議員 
 

川西町議会第１回定例会（議事日程） 
   

平成２９年３月１０日（金）午前 10 時 00 分開会 

日程 議案番号 件           名 

      

第１   会議録署名議員の指名 

      

第２   会期の決定 

      

第３   諸報告 

  報告第１号 定期監査報告について 

      

第４ 報告第２号 専決処分の報告について 

      

第５ 

 

承認第１号 

 

川西町税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例の専決処分につ

いて 

   

第６ 承認第２号 平成28年度川西町水道事業会計補正予算の専決処分について 

   

第７ 議案第１号 平成29年度川西町一般会計予算について 

   

第８ 議案第２号 平成29年度川西町国民健康保険特別会計予算について 

      

第９ 議案第３号 平成29年度川西町後期高齢者医療特別会計予算について 

      

第10 議案第４号 平成29年度川西町介護保険事業勘定特別会計予算について 

   

第11 議案第５号 平成29年度川西町住宅新築資金等貸付事業特別会計予算について  

      

第12 議案第６号 平成29年度川西町水道事業会計予算について  

   

第13 議案第７号 平成29年度川西町下水道事業会計予算について 

   

第14 議案第８号 平成28年度川西町一般会計補正予算について  

   

第15 議案第９号 平成28年度川西町国民健康保険特別会計補正予算について  

   

第16 議案第10号 平成28年度川西町後期高齢者医療特別会計補正予算について  

   

第17 議案第11号 平成28年度川西町介護保険事業勘定特別会計補正予算について  

   

第18 議案第12号 平成28年度川西町公共下水道事業特別会計補正予算について  

   

第19 

 

議案第13号 

    

平成28年度川西町水道事業会計補正予算について 

第20 議案第14号 川西町空家等対策条例の制定について 
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第21 議案第15号 川西町犯罪被害者等支援条例の制定について 

      

第22 議案第16号 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部改正について  

      

第23 議案第17号 川西町個人情報保護条例及び川西町個人情報保護条例の一部を改正

する条例の一部改正について  

   

第24 議案第18号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

      

第25 議案第19号 職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

   

第26 議案第20号 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

   

第27 議案第21号 川西町税条例等の一部改正について 

   

第28 議案第22号 川西町特別会計条例の一部改正について 

   

第29 議案第23号 川西町介護保険条例の一部改正について 

      

第30 議案第24号 川西町自動車駐車場条例の一部改正について 

   

第31 議案第25号 天理市、山添村、川西町、三宅町及び田原本町一般廃棄物の処理事

務委託に関する規約の変更について  

   

第32 議案第26号 川西町・三宅町就学指導委員会共同設置規約の一部を変更する規約

について  

   

第33 議案第27号 川西町第３次総合計画基本構想について 
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（午前１０時００分  開会）  

議   長（森本修司君）   皆さん、おはようございます。  

これより平成２９年川西町議会第１回定例会を開会いたします。  

ただいまの出席議員 は１２名で、定足数 に達しております。 よって議会は成立

いたしましたので、これより本日の会議を開きます。  

町長より、定例会招集についての挨拶を受けることにいたします。  

町長。  

町   長（竹村正匡君）   議員の皆様、おはようございます。  

本日ここに、平成２ ９年川西町議会第１ 回定例会を 開催いた しましたところ、

議員各位におかれましては、公私何かと御 多用の中、御出席を 賜り、ありがとう

ございます。また、平素より町政運営に関しまして格別の御理解、御協力を賜っ

ておりますことに厚く御礼申し上げます。  

さて、本定例会に 提 案いたしております の は、平成２９年度 一般会計及び特別

会計予算案７件、平成２ ８年度一般会計及び特別会計補正予算案 ６件、条例の制

定案２件、条例の一部改正案９件、規約の変更案２件、総合計画基本構想案１件、

専決処分の報告１件、承認案２件 につきまして御審議をお願いするものでござい

ます。  

何とぞよろしく御審 議いただきますよう お願い申し上げまし て、開会の 御挨拶

とさせていただきます。  

どうぞよろしくお願い申し上げます。  

議   長（森本修司君）   日程第１、会議録署名議員の指名を行います。  

会議録署名議員は、会議 規則第１２ ７ 条の規定によって、 ８番  寺澤秀和君及び

１０番  中嶋正澄君を指名いたします。  

日程第２、会期の決定についてを議題といたします。  

お諮りいたします。  

本定例会の会期は、本日より ２８日までの １９日間といたしたいと思いますが、

これに御異議ございませんか。  

        （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  異議なしと認め、本定例会の会期は、本日より２８日までの

１９日間と決定いたします。  

日程第３、諸報告に入ります。  

行政報告として、 報 告第１ 号、平成２ ８ 年１２月から平成２ ９年２月期までの

例月出納検査の結果 報告が提出されておりますので 、木村監査委員より報告を求

めます。  

木村監査委員。  

監査委員（木村  衛君）  平成２８年１２月から平成２９年２月期に実施いたしました

例月監査の結果を御報告申し上げます。  

中嶋査委員とともに 、地方自治法第２３ ５条の２第 １項並び に地方公営企業法

第２７条の２第１項の規定により、平成２ ８年度川西町一般会計 及び特別会計並
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びに水道事業会計の出納及び予算の執行 状況につきまして、会計管理者並びに水

道部長に必要な調書の提出を求め、関係帳簿及び証拠書類を対照しながら説明を

受けまして、厳正なる審査を実施いたしました結果、各会計における予算の執行

並びに現金の出納・保管などに つきましては 、過誤もなく適正に行われているも

のと認めましたので、御報告申し上げます。  

議   長（森本修司君）   以上で諸報告を終わります。  

お諮りいたします。  

日程第４、報告第２号、専決処分の報告について、日程第５、承認第１号、川西

町税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例の専決処分についてより、

日程第３３、議案第２７号、川西町第３次総合計画基本構想についてまでの各議案

につきましては、既に招集通知とともに配付しております関係上、各位におかれま

しては熟読願っておりますので、この際、議案の朗読を省略したいと思いますが、

これに御異議ございませんか。  

        （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）   異議なしと認め、議案の朗読を省略します。  

お諮りいたします。  

日程第４、報告第２号、専決処分の報告について、日程第５、承認第１号、川西

町税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例の専決処分について、日程

第６、承認第２号、平成２８年度川西町水道事業会計補正予算の専決処分について

の３議案を一括議題といたしたいと思いますが、これに御異議ございませんか。  

           （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）   異議なしと認め、一括議題といたします。  

町長より提案理由の説明を求めます。  

町長。  

町   長（竹村匡正君）  それでは、報告事項及び承認事項につきまして、御報告と、

御承認を求めたいと思います。  

まず、報告第２号、専決処分の報告についてでございます。  

これは、川西文化祭の会場設営作業中、突風によりテントが飛ばされ、停車中の

車両３台に損害を与えたことに伴い、損害賠償金の支払いが生じたことについて、

町長の専決処分事項に関する条例に基づき専決処分させていただきましたので、地

方自治法第１８０条第２項の規定に基づき、議会へ報告を行うものでございます。  

次に、承認第１号、川西町税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例

の専決処分についてでございます。  

これは、平成２９年１月１日までに、昨年の９月議会で承認をいただきました町

税条例等の一部を改正する条例の不備を改める必要があることから、専決処分させ

ていただきましたので、地方自治法第１７９条第３項の規定に基づき議会へ報告し、

承認を求めるものでございます。  

次に、承認第２号、平成２８年度川西町水道事業会計補正予算の専決処分につい

てでございます。  
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これは、収益的収支において、水道料金の検針委託業者が不適切な検針を行った

ことへの対応等に係る職員人件費の支出の増額、委託業者からの損害賠償金を受け

取ったことによる収入の増額、一方、資本的収支については、県水直結配管接続工

事費の支出の増額等、以上のことについて専決処分させていただきましたので、地

方自治法第１７９条第３項の規定に基づき議会へ報告し、承認を求めるものでござ

います  

以上です。  

議   長（森本修司君）   町長の説明が終わりました。  

日程第４、報告第２号、専決処分の報告については、地方自治法第１８０条第２

項の規定により町長より説明があり、本件は報告事項でありますので、御了承 願い

ます。  

日程第５、承認第１号、川西町税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する

条例の専決処分について、日程第６、承認第２号、平成２８年度川西町水道事業会

計補正予算の専決処分についての承認案の審議に入ります。  

承認第１号及び承認第２号の２議案について、質疑ありませんか。  

           （「なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  質疑がないようですので、質疑を終わり、これより討論に入

ります。  

討論ありませんか。  

（「なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  討論がないようですので、討論を終わり、これより採決に入

ります。  

お諮りいたします。  

承認第１号、川西町税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例の専決

処分について、原案どおり承認することに賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成全員により、本案件は、原案のとおり承認いたしました。  

次に、承認第２号、平成２８年度川西町水道事業会計補正予算の専決処分につい

て、原案どおり承認することに賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成全員により、本案件は、原案のとおり承認いたしました。  

お諮りいたします。  

日程第７、議案第１号、平成２９年度川西町一般会計予算についてより、日程第

３３、議案第２７号、川西町第３次総合計画基本構想についてまでの２７議案を一

括議題といたしたいと思いますが、これに御異議ございませんか。  

        （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）   異議なしと認め、一括議題といたします。  

 当局より提案理由の説明を求めます。  

 町長。  
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町   長（竹村正匡君）  それでは、今議会に上程いたしました平成２９年度当初予算

案を初め、平成２ ８ 年度補正予算案など についての提案要旨 について御説明いた

します。  

まず、町議会の御審 議をお願いする に当 たり、議員各位を初 め、住民の皆様の

御理解と御協力を賜りたく、新年度の主要施策を中心に所信を申し上げます。  

平成２９年の我が国 経済は、保護主義的 な情勢による海外経 済の不確実性、金

融資本市場の変動の影響等に留意する必要はありますが、安倍内閣による経済政

策の推進等により 経済の好循環が進展する中で、民需を中心とした景気回復が見

込まれ、雇用所得環境が引き続き改善していくと考えられます。  

物価につきましても 、原油価格の下落の 影響等により、平成 ２８年は前年比で

伸びが低下傾向にありましたが、今後は受給が引き締まっていく中で上昇し、デ

フレ脱却に向け前進が見込まれています。このようなことから、住民の皆様にも

景気の回復を少しでも実感できる状態になればと期待しているところでございま

す。  

一方、本町の財政面でございますが、経常収支比率、平成２ ７年度８３ .８％、

県内平均９３ .５％、全国平均９ ０％、実質公債費比率、平成２ ７年度２ .７％、

県内平均１０ .５％、全国平均 ７ .４％、ともに引き続き全国・県内市町村と比較

いたしましても良好な状態にあります。  

さて、私の町長の任 期も あと４カ月余り となり、平成２９年 度の予算につきま

しては、私の任期の締めくくりの予算となります。１２月議会でも述べさせてい

ただきましたが、私は、町長就任以来、公約の４つの柱であります 「人・企業に

とって魅力あるまちづくり」「子どもや子育てしている人にとってやさしいまち

づくり」「安心して暮らせるまちづくり」「住民参加で開かれたまちづくり」 を

町政運営の基本として 施策の展開を図ってきたところであり、住民の皆様からも

お褒めの言葉をいただくなど、少しずつではありますが、成果があらわれてきた

と感じているところでございます。  

このような中、今年 度は、１０年後の川 西町の将来を見据え た行政運営の指針

となるべき計画（ 川西町第３次総合計画 ）の策定に取り組み、今議会に議案とし

て上程させていただくことになりました。  

当計画では、「 安心  すくすく  豊かな心を育む“かわにし” 」を町の将来像と

して掲げております。これは、防犯・防災に強く、子どもからお年寄りまで多様

な世代が安心を感じられるまち、子育てや教育が充実することにより、子どもと

ともにすくすく成長するまち、人だけでなく雇用の場である企業も成長できるま

ち、そして、自助・共助の精神で支え合い、豊かな文化の中でつながりを大事に

するまちを意味しております。  

この将来像の実現に 向け、来年度予算で は、防災・防犯の強 化、工業団地の創

出や結崎駅前周辺整備事業の推進、高齢者福祉の推進、保育サービスの充実、幼

稚園・小学校における快適な環境の整備 といった施策の予算を計上しており、住

民の皆様に川西町に住んでよかったと心から思っていただけるまちづくりを目指
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してまいりたいと考えております。  

このような考えのも と、平成２９年 度 一 般会計歳入の部にお きましては、 町税

収入は、平成２８度から４７７万円増の１１億３ ,２２６万円を見込んでおります。  

この主な内容は、町 民税において、個人 町民税 ４５７万円の 減、法人町民税で

は３３４万円減の計４億８ ,４６０万円、固定資産税において、主に企業償却資産

の増等により、１ ,１１８万円増の５億９ ,２９２万円を見込んでおります。地方

消費税交付金におきましては、 消費動向を踏まえて、１ ,１７０ 万円増の１億２ ,

８７０万円を見込んでおります。地方交付税につきましては、 前年度と同額の１

２億４ ,０００円を見込んでおります。  

一方、歳出につきましては、４４億６ ,７３９万円と、平成２８年度予算に比べ

て５億５ ,２０４万円の増となっております。  

今後も引き続き 、行 財政の健全化と効率 化に配慮しながら、 町政運営に全力で

取り組んでまいりますが、議員各位並びに住民の皆様の一層の御理解と御協力を

お願いする次第でございます。  

それでは、これより新年度予算の概要について御説明申し上げます。  

お手元に配付させて いただいております 「平成２ ９年度当初 予算案の主要施策

の概要」に基づき説明させていただきます。  

２ページをお開きください。総務部関係の予算でございます。  

まず、「１  広報事業の推進」でございます。  

町の施策について周 知を図り、 住民の 皆 様の理解と信頼の上 、町政を進めるこ

とは大変重要であります。このため、 広報紙については、引き続き内容の充実 と

見やすい紙面づくり を初め、きめ細やかな情報発信を行います 。また、新たにふ

るさと納税に多くの方の協力が得られるよ うにするため、ふるさと納税サイトへ

の接続を容易に行えるよう、ホームページの改修を予定しております。  

次に、「４  企画事業の充実」でございます。  

高齢者など交通弱者 の方々の移動手段と して稼働しておりま すコミュニティバ

ス（川西コスモス号 ）については、平成２８年度にぬくもりの郷へ延伸を行った

ところでございますが、常に 運行路線及び状況等を検証し、引き続き 運行を行っ

てまいります。  

３ページになります。「６  防犯対策の推進」でございます。  

住環境と安全で住み よいまちづくりを目 指して、 街路灯の設 置や維持管理を図

るとともに、消費電力の抑制とＣＯ ２ 排出量の削減を図るために、通学路等におけ

る既設街路灯を省エネ照明（ＬＥＤ照明）へ転換する経費についても計上してい

ます。  

４ページをお開きください。「１２  工業ゾーンの形成」でございます。  

雇用の確保や税収の 増加を目的として 、 企業を誘致するため の新たな産業用地

の創出を行います。平成２９年度は、工業団地基本計画設計業務委託経費を計上

しております。  

次に、「１３  駅周辺整備事業」でございます。  
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川西町の玄関口であ る近鉄結崎駅周辺 に おける交通環境の改 善と 機能の充実を

図るため、駅前周辺の整備に取り組んでおります。平成２９年度は、土地や建物

の 測 量 、 補 償 鑑 定 業 務 及 び 県 と 締 結 し ま し た ま ち づ く り 連 携 協 定 に 係 る 基 本 構

想・基本計画策定業務に関する委託費を計上しております。  

５ページになります。「１６  都市公園管理の推進」でございます。  

健康増進やコミュニ ケーションの場とし て利用していただい ている都市公園の

遊具を調査、点検及び維持補修し、各世代により使いやすくするための施設整備

費を計上しております。  

次に、「１７  消防防災対策の推進」でございます。  

各種災害に適切に対 処し、住民の命と財 産を守るため、消防 施設及び装備を充

実し、消防体制の強化を図るとともに、備蓄物資の確保 及び 防災訓練を実施し、

防災体制の強化を図ります。また、 新規事業として、アナログ放送の終了に伴う

デジタル防災行政無線 の整備や、防災士育成事業に要する経費を 計上しておりま

す。  

福祉部関係の予算でございます。  

６ページをお開きください。まず、「１  地域福祉の推進」でございます。  

地域住民の参加と行 動による住民主体の 福祉を目指すため、 その活動の要とな

る社会福祉協議会に対し て運営補助を行うとともに、 各種福祉 団体の活動に対す

る助成を行ってまいります。  

次に、「２  障害者福祉の推進」でございます。  

障害の程度にかかわらず、安心し、自立した日常生活を営むことができるよう、

支援を行ってまいります。また、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、よ

り多くの方々が公平かつ適切な福祉サービスを受けられるよう、事業展開を行っ

てまいります。  

次に、「３  高齢者福祉の推進」でございます。  

長寿をお祝いする１ ００歳の祝い、結婚 ５０周年を迎えられ た御夫婦への記念

品贈呈事業を継続して実施いたします。また、地域の高齢者が仕事を通じて積極

的に社会参加し、家庭や地域に活力を生み出すための活動の要となるシルバー人

材センターに対する運営補助や、高齢者の方が安心して生活していただけるよう、

必要に応じた養護老人ホーム等への措置経費等を計上しております。  

次に、「４  児童・母子福祉の推進」でございます。  

深刻な少子化問題へ の対応といたしまし ては、子育て不安の 解消を目指すこと

が大切であり、新たな 支援対策といたしまし て、平成２９年４月 開設予定の認定

こども園に対する運営補助とあわせ、病後児保育や一時預かり保育に対しても助

成等を行うなど、保育サービスの充実を図ります。  

７ページになります。次に、「７  福祉医療対策の推進」でございます。  

障害のある方、ひと り親家庭、 子ども の 健康の保持と増進を 図るため、医療費

助成を引き続いて実施します。 なお、昨年 ８月診療分より、子ども医療費助成に

ついて、中学校卒業までの医療費助成を入院のみ から入院及び通院へ拡充 してお
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ります。  

８ページをお開きください。「１３  保健衛生事業の推進」でございます。  

保健衛生総務費にお きまして、地域医療 の確保のため、国保 中央病院への運営

負担金のほか、救急医療の病院輪番制、 休日応急診療所、産婦人科一次救急に係

る経費の負担を行います。  

また、健康づくり事 業におきまして、新 たにＣＫＤ（慢性腎 臓病 ）重症化予防

事業、妊婦歯科健診の個別健診を行うなど、成人を対象とした相談事業等の充実

を図ります。  

がん検診事業におきまして、新たに胃内視鏡検診や前立腺がん検診を行うなど、

検診の強化を図ります。  

母子保健事業におき ましては、妊娠期か ら子育て期までの切 れ目のないサポー

トを行う川西町版ネウ ボラ事業において、支援体制の強化や産前産後サポートの

充実を図ります。  

予防接種事業におき ましては、子どもイ ンフルエンザ、Ｂ型 肝炎、おたふく風

邪、ロタウイルスなど任意ワクチン接種に対する助成を引き続き行います。  

１１ページをお開きください。「１７  環境衛生の推進」でございます。  

廃棄物の適正処理と 減量化を図るため、 資源ごみ分別収集に つきましても、引

き続きその定着を図るとともに、新たに飲食用瓶の分別収集を開始します。  

また、平成３５年度 を目標とした天理市 環境クリーンセンタ ーの移転計画に伴

い設立された山辺 ・県北西部広域環境衛生組合 の運営負担に加え、当該周辺地域

に対する周辺地区環境整備基金の負担金を計上しております。  

１２ページをお開きください。 「１８  人権施策事業」及び「 １９  人権文化セ

ンター等運営事業」でございます。  

あらゆる差別撤廃に 向けた人権啓発に引 き続き取り組むとと もに、住民交流、

地域の福祉の拠点ともなります東西両人権文化センター等の経費を計上しており

ます。なお、人権文化センターにつきましては、平成２ ８年 度と同様に、補助金

を利用しながら事業を運営いたします。  

また、平成２９年４ 月１日より制定し施 行するよう今議会に 上程しております

犯罪被害者等支援条例に基づき、犯罪被害者等に対する見舞金を新たに計上して

おります。  

産業建設部関係の予算でございます。  

１３ページ になります。「３  農業基盤の整備」「 ４  農業振興」でございます。  

水路改修等の農業基 盤の整備及び多面的 機能農地維持対策事 業の実施、結崎ネ

ブカの地域ブランド推進のための経費等を計上いたしました。  

次に、「５  環境整備事業の整理」でございます。  

浄化センター周辺環 境整備に係る道路等 について 、未登記で ある土地の所有権

整理のため、分筆登記業務を実施します。  

次に、「６  道路整備の推進」でございます。  

橋梁長寿命化対策事 業、 道路・橋梁維持 補修工事、町道除草 工事、町道結崎９
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号線における道路改良及び水路改修工事等の経費を計上しております。  

１４ページをお開きください。「７  公営住宅管理事業」でございます。  

公営住宅の管理経費 及び今後の町営住宅 のあり方についての 審議会開催経費を

引き続き計上しております。  

教育委員会関係の予算でございます。  

１５ページになります。「１  学校教育の推進」でございます。  

将来の川西町を担う幼稚園 児、小中学生のための学校教育の推進でございます。 

まず、新年度におけ る園児・児童数であ りますが、幼稚園は １０７名、 小学校

は４２０名の見込みとなっております。予算につきましては、事務局費として学

校パートナーシップ事業を活用しての放課後子ども学習支援事業の継続、川西小

学校、川西幼稚園費につきましては、管理運営に必要となる経費に加え、預かり

保育実施に係る経費並びに副担任制を初めとする各種支援員の配置に係る経費な

どにつきまして引き続き計上いたしております。  

また、平成２９年度 新規事業といたしま して、登下校中の通 学路安全対策とし

ての防犯カメラの設置、集中して取り組める授業環境を確保するための幼稚園・

小学校への空調設備導入設計経費、小学校費では、自転車置き場の設置及び雨水

排水改良工事に要する経費、幼稚園費では、中庭、運動場、園舎内装に要する経

費をそれぞれ計上いたしました。  

そのほか、中学校費 では、全校生徒３５ １名、そのうち川西 町の生徒２１０名

分の分担金、委託費として、天理市の二階堂小学校・幼稚園への委託経費を計上

しております。  

また、給食運営費に おきましては、管理 運営経費に加え、本 年度から公会計化

とする学校給食費に係る経費を計上いたしました。  

１７ページをお開きください。「３  生涯学習の推進」でございます。  

文化会館のリフレッ シュ化を図るために 、空調 設備の改修 工 事、けやきホール

舞台ウィンチの取りかえ、 ２階展示ギャラリー へのソファー の設置、外灯ＬＥＤ

照明の設置、また、能のふるさとリーフレットのリニューアルなどに要する経費

を計上しております。  

また、各種の文化活 動を全国的規模で発 表等を行う国民文化 祭において結崎能

を開催するための経費、その他各種講座、町文化祭を含めた芸術 ・文化振興に係

る事業、文化教室などの開催費用並びに本町の文化活動の拠点となる文化会館の

管理・運営費を計上しております。  

１８ページをお開きください。「４  文化財保存事業の推進」でございます。  

地域の文化資源を保 存・継承している団 体等に対する支援並 びに島の山古墳に

係る出土物の整理、報告書の作成、保存計画の策定等の業務委託、古墳周辺のガ

ードレール更新工事に要する経費等を計上しております。  

次 に 、 「 ５  ふ れ あ い セ ン タ ー の 運 営 及 び 図 書 館 の 充 実 」 「 ６  社 会 体 育 の 推

進」「７  子どもセンター運営」でございます。  

ふれあいセンターに おきましては、空調 設備工事、経年劣化 に伴う各種機器等
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の修繕に要する経費等を計上しております。  

図書館におきまして は、 図書館管理シス テムの更新に要する 経費等を計上して

おります。体育施設 に関しましては、指定管理委託料 、中央体育館のアリーナ照

明更新工事、梅戸・下永両体育館のトイレの洋式化に要する経費等 を計上してお

ります。  

その他、各施設の管理運営費を計上しております。  

以上、一般会計予算 について、「平成２ ９年度当初予算案の 主要施策の概要」

に基づき説明いたしました。  

続いて、債務負担行為に付する事業について説明いたします。  

平成２９年度一般会計予算書の９ページをお開きください。  

平成２９年度は、駅 前周辺整備に係るま ちづくり基本構想 ・ 基本計画の策定業

務に着手いたします。しかし、単年度での完成が困難なことから、平成３０年度

までの債務負担行為をお願いするものでございます。  

また、たつみ橋補修 設計監理業務につき ましても、補修工事 そのものの着工は

次年度になりますことから、次年度への債務負担をお願いするものでございます。  

川西文化会館空調改 修工事につきまして も、 工期が２カ年度 にわたりますこと

から、次年度への債務負担をお願いするものでございます。  

続いて、各特別会計について御説明申し上げます。  

議案第２号、平成２９年度国民健康保険特別会計予算についてでございます。  

当会計につきまして は、 高額共同事業医 療費拠出金 及び保険 財政共同安定化事

業拠出金増の見通しから、歳入歳出総額は、対前年度２ ,２９０万円増の総額１２

億１ ,０５３万円を計上いたしております。  

次に、議案第３号、 平成２９年度後期高 齢者医療特別会計 予 算についてでござ

います。  

当会計につきまして は、後期高齢者医療 広域連合 への納付金 等の増により、対

前年度６３３万円の増、予算総額は１億２ ,８９７万円を計上いたしております。  

次に、議案第４号、 平成２９年度介護保 険事業勘定特別会計 予算についてでご

ざいます。  

当会計につきまして は、 各種介護サービ ス 負担金等の増減 及 び介護保険制度改

正による介護予防、日常生活支援総合事業の開始等により、対前年度９ ,７６６万

円の増、予算総額９億４ ,３０６万円を計上いたしております。  

次に、議案第５号、 平成２９年度住宅新 築資金等貸付事業特 別会計についてで

ございます。  

本事業につきまして は、奈良県住宅新築 資金 等貸付金回収管 理組合において債

権回収を行っており、組合により回収された貸付金を返戻金として受け入れてお

ります。当会計の予算として、 公債費の減 により、対前年度 １１２万円の減、予

算総額７０２万円を計上いたしております。  

次に、議案第６号、平成２９年度水道事業会計予算についてでございます。  

上水道事業につきましては、給水戸数３ ,７４０戸、年間総給水量 ９１万５ ,０
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００立方メートルを予定し、水道事業収益２億３ ,６４２万円、水道事業費用は２

億８１５万円、資本的収入４２０万円、資本的支出７ ,９１６万円を予定しており

ます。  

次に、議案第７号、平成２９年度下水道事業会計予算についてでございます。  

下水道事業につきましては、水洗化人口８ ,５００人、年間総処理水量約１０５

万立方メートルを予定し、収益的収入・支出は２億７ ,７０６万円、資本的収入・

支出は２億７１６万円を予定しております。  

以上が、平成２ ９年 度川西町一般会計、 特別会計及び水道事 業会計 、下水道事

業会計の予算案の概要でございます。  

平成２９年度におき ましても、乳幼児対 策、高齢者対策、ま ちづくり 等の諸課

題に対しまして、より一層将来を見据えた長期的な構想のもと、町政 の運営に努

めたいと考えておりますので、議員各位の御理解と御協力をお願いする次第でご

ざいます。  

続きまして、平成２８年度の補正予算について御説明申し上げます。  

議案第８号、平成２８年度川西町一般会計補正予算についてでございます。  

１０ページをお開きください。まず、歳出についてでございます。  

款２ .総務費  項１ .総務管理費におきましては、退職予定者の増による退職手当

組合特別負担金の増、基金の積み増しなど、３，８８５万円の増額、項６ .監査委

員費におきまして は、監査等に要する関係 法令集の整備に伴う 録代の不足２万円

の増額をお願いするものでございます。  

１１ページに移っていただき、款３ .民生費  項１ .社会福祉費におきましては、

事業実績等により、自立支援 ・障害給付に関する国庫・県費の補助金返還金の追

加、介護保険事業勘定特別会計への繰り出しの減など、差し引き２０６万円の減

額、項２ .児童福祉費におきましては、 事業実績見込みにより、新設認定こども園

整備事業の建設補助金３ ,４５３万円の減額をお願いするものでございます。  

款６ .土木費  項２ .道路・橋梁費におきましては、歳出の変更はなく、財源更正

をお願いするものでございます。 項３ .都市計画費におきましては、財源更正及び

公共下水道事業特別会計への繰出金１８０万円の増額 、１２ページに移っていた

だき、款８ .教育費  項４ .中学校費におきましては、前年度繰越金の精算に伴う式

下中学校川西町分担金の減により２０４万円の減額、 項６ .社会教育費におきまし

ては、報告第２号、専決処分の報告についてでも説明いたしました、川西文化祭

の会場設営中における損害賠償金の発生に伴う３２万円の増額及び財源更正をお

願いするものでございます。  

主な歳出につきましては以上です。  

次に、歳入につきましては、戻っていただいて、７ページを御覧ください。  

款１ .町税では、主要法人の法人税割の減収に伴う法人町民税３ ,４７２万円の

減、款９ .地方交付税では、普通交付税 の額が決定したことにより、 ５ ,３０７万

円の増、款１３ .国庫支出金 では、主なものといたしまして、 項２ .国庫補助金に

おいて、公園整備事業等における事業費の減、また は補助金の配分額の減等によ
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り、差し引き８２３万円の減、８ページに移っていただき、款１４ .県支出金では、

主なものといたしまして、項２ .県補助金において、待機児童解消計画採択による

新設認定こども園整備に係る補助金の追加交付や集会所建 設に対して補助金が認

められたことなどにより、１ ,２６８万円の増を見込んでおります。  

款１７ .繰入金  項１ .基金繰入金におきましては、事業費の減や地方交付税など

の財源が当初見込みより増額となったため、地域づくり振興基金及びまちづくり

基金からの繰入金５ ,８７０万円の減額を、９ページに移っていただき、款１９ .

諸収入におきましては、新市町村振興宝くじ交付金の減に伴い、 ４万円の減額を、

款２０ .町債におきましては、法人税額の減少などに伴う減収補塡債の増、公園整

備事業及び駅周辺整備事業などの補助対象額が確定したことによる公共事業債の

減、差し引き３ ,８３０万円の増額をお願いするものでございます。  

以上によりまして、 歳入歳出それぞれ ２ ３４万円の増額補正 をお願いするもの

でございます。これによりまして、平成２ ８年度の一般会計予算の総額は、歳入

歳出それぞれ４１億３，４３４万円となります。  

このほか、繰越明許といたしまして、４ページを御覧ください。  

今般補正計上させて いただいた国の補正 予算に係る 個人番号 カード交付事業、

介護保険システム改修事業及び臨時福祉給付金給付事業の ほか、 駅周辺整備事業

及び川西町幼稚園園舎外壁改修事業については 、今年度中での執行が困難なこと

から、翌年度に繰り越して使用するため、 １億５１７万円の繰越明許費をお願い

いたします。  

５ページを御覧ください。地方債限度額の補正についてでございます。  

各種事業の実績に合 わせて、それぞれ限 度額の増減をお願い するもので ござい

ます。  

次に、議案第９ 号、 平成２ ８年度川西町 国民健康保険特別会 計補正予算につい

てでございます。  

まず、歳出についてでございますが、５ページを御覧願います。  

退職被保険者の減少等により、款２ .保険給付費  項１ .療養諸費におきまして、

退職被保険者等療養給付費１ ,７００万円 の減額、項２ .高額療養費に おきまして 、

高額療養費４００万円の減額をお願いするものです。  

款１０ .諸支出金におきまして、平成２７年度分の療養給付費が平成２８年度に

確定したことに伴い、差し引きの差額が発生し、療養給付費償還金１ ,５８４万円

の増額をお願いするものでございます。  

歳入につきましては、４ページを御覧願います。  

款９ .繰入金におきまして、財政調整基金からの繰入金を減額することにより、

財源を調整しております。  

これによりまして 、 歳入歳出それぞれ ５ １６ 万円を減額し、 同特別会計の予算

総額は、歳入歳出それぞれ１２億６ ,０１５万円となります。  

次に、議案第１ ０号 、平成２ ８年度川西 町 後期高齢者医療 特 別会計補正予算に

ついてでございます。  
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４ページを御覧くだ さい。 保険料収納額 の増額見込みに伴う 後期高齢者医療広

域連合への保険料負担金の増により、歳入歳出とも３３７万円の増額をお願いす

るものです。  

これによりまして、 歳入歳出それぞれ３ ３７万円を追加し、 同特別会計の予算

総額は、歳入歳出それぞれ１億２ ,３５２万円となります。  

次に、議案第１ １号 、平成２ ８年度川西 町介護保険事業勘定 特別会計補正予算

についてでございます。  

８ページを御覧ください。歳出でございます。  

款１ .総務管理費におきまして、介護保険システム改修費の減少による委託料５

万円の減額、款２ .保険給付費におきまして、各サービス利用者の実績見込みによ

る負担金の減等により、項１ .介護サービス等諸費において ６ ,０００万円の減額、

項２ .介護予防サービス等諸費において８００万円の減額、 款３ .地域支援事業費

におきましても、 利用者の減少に伴う家族介護用品支給事業１ ２０万円の減額、

９ページに移っていただき、款４ .基金積立金におきましては、余剰金の積立金と

して１ ,４９６万円の増額をお願いするものです。  

６ページにお戻りください。歳入でございます。  

給付費や事業費の減に伴う負担金や交付金の減によるもので、 款４ .国庫支出金

におきまして１ ,７８３万円の減額、款６ .支払基金交付金におきまして１ ,９０４

万円の減額、款６ .県支出金におきまして８５０万円の減額、款８ .繰入金におき

まして８９１万円の減額をお願いするものです。  

これによりまして、歳入歳出それぞれ５ ,４２９万円を減額し、同特別会計の予

算総額は、歳入歳出それぞれ７億９ ,４７２万円となります。  

このほか、繰越明許としまして、４ページを御覧ください。  

先ほどの一般会計補 正予算と同様に、今 回補正計上させてい ただいた国の補正

予算に係る介護保険システム改修事業については、今年度中での執行が困難なこ

とから、翌年度に繰り越して使用するため、２０６万円の繰越明許費をお願いい

たします。  

次に、議案第１ ２号 、平成２ ８年度川西 町公共下水道事業特 別会計補正予算に

ついてでございます。  

７ページを御覧くだ さい。 流域下水道建 設負担金事業、第１ 浄化センターの 施

設整備事業等に係る建設負担金の増等により、歳入歳出それぞれ１６０ 万円の増

額をお願いするものでございます。  

これによりまして、同特別会計の予算総額は、歳入歳出それぞれ３億３ ,３２７

万円となります。  

そのほか、繰越明許としまして、３ページを御覧ください。  

流域下水道建設負担 金事業について、今 年度中での執行が困 難なことから、翌

年度に繰り越して使用するため、１５０万円の繰越明許費をお願いいたします。  

４ページを御覧ください。地方債限度額の補正についてでございます。  

事業実績に合わせて限度額の減をお願いするものでございます。  
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次に、議案第１ ３号 、平成２ ８年度川西 町水道事業会計補正 予算についてでご

ざいます。  

３ページを御覧くだ さい。収益的収入に おきまして、 水道料 金の収入 減、新規

給水の増加に伴うその他営業収益の 増等 により、差し引き３４３ 万円の増額、収

益的支出におきまして、委託料 や工事費の減 、減価償却費の増 等により、差し引

き７０３万円の減額、 ４ページを御覧ください、 資本的支出におきまして、 工事

費及び予備費の減により２５９万円の減額をお願いするものでございます。  

以上により、収益的収入  第１款水道事業収益は２億３ ,９１１万円、収益的支

出  第１款水道事業費用は２億６２１万円、資本的収入  第１款資本的収入は４１

５万円、資本的支出  第１款資本的支出は６ ,６１８万円となります。  

以上が、平成２８年度補正予算関係でございます。  

続きまして、条例の 制定及び一部改正等 、予算外議案につい て 御説明いたしま

す。  

まず、議案第１４号、川西町空家等対策条例の制定についてでございます。  

１枚おめくりくださ い。これは、 町内の 空き家等の対策の推 進に関し必要な事

項を定めることにより、町民の良好な住 環境の保全と安全で安心なまちづくりを

推進するための条例の制定でございます。  

次に、議案第１ ５号、川西町犯罪被害者支援条例の制定についてでございます。 

１枚おめくりくださ い。これは、 犯罪等 により被害を受けた 本人またはその遺

族等に対し、再び平穏な生活を営むことができるよう支援を図るための条例の制

定でございます。  

次に、議案第１ ６号 、行政手続における 特定の個人を識別す るための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

の一部改正についてでございます。  

１枚おめくりくださ い。これは、 行政手 続における特定の個 人を識別するため

の番号の利用等に関する法律、いわゆる番号法の一部の施行期日を定める政令の

制定に伴うもので、引用条項の修正と条例の施行日を定めるために条例を改正す

るものでございます。  

次に、議案第１７ 号 、川西町個人情報保 護条例及び川西町個 人情報保護条例の

一部を改正する条例の一部改正についてでございます。  

１枚おめくりくださ い。 この条例の改正 につきましても 、 番 号法の一部の施行

期日を定める政令の制定に伴うもので、条例施行日の定めや引用条項の修正等を

行うために改正するものでございます。  

次に、議案第１８ 号 、職員の勤務時間、 休暇等に関する条例 の一部改正 につい

てでございます。  

１枚おめくりくださ い。これは、 地方公 務員 の育児休業等に 関する法律等の改

正に伴い、育児休業等の対象となる子の範囲の見直し、職員が介護休暇の分割取

得や介護時間の取得ができることとするために 条例を改正するもの でございます。  

次に、議案第１９ 号 、職員の育児休業 等 に関する 条例の一部 改正 についてでご
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ざいます。  

１枚おめくりくださ い。 この条例の改正 につきましても、地 方公務員の育児休

業等に関する法律等の改正に伴 うもので、育児休業等の対象となる子の範囲を見

直すために改正するものでございます。  

次に、議案第２ ０号 、一般職の職員の給 与に関する条例の 一 部改正についてで

ございます。  

１枚おめくりくださ い。 これは、国の制 度に準拠するため、 標準とする昇給の

号給数を見直すための条例の改正でございます。  

次に、議案第２１号、川西町税条例等の一部改正についてでございます。  

１枚おめくりくださ い。これは、 関係す る国の法律や政令が 変更されたことに

伴う条例の改正でございます。主な改正内容は、軽自動車税におけるグリーン化

特例の１年延長、軽自 動車税の環境性能割の導入時期が変更となったことに伴う

規定の整備等でございます。  

次に、議案第２２号、川西町特別会計条例の一部改正についてでございます。  

１枚おめくりくださ い。これは、 川西町 介護保険介護サービ ス事業勘定特別会

計を廃止することに伴う条例の改正でございます。  

次に、議案第２３号、川西町介護保険条例の一部改正についてでございます。  

１枚おめくりくださ い。これは、 介護保 険法施行令の改正に 伴い、低所得者の

保険料軽減について平成２９年度も継続することとする条例の改正でございます。  

次に、議案第２ ４号 、川西町 自動車駐車 場条例 の一部改正に ついてでございま

す。  

１枚おめくりくださ い。これは、 旧下永 共同浴場解体に伴い 、今後、駐車場と

しての利用がなくなるため、下永自動車駐車場を条例から削除する改正でござい

ます。  

次に、議案第２ ５号 、天理市、山添村 、 川西町、三宅町及び 田原本町一般廃棄

物の処理事務委託に関する規約の変更についてでございます。  

１枚おめくりくださ い。これは、 本規約 から田原本町が脱退 することに伴う規

約の変更でございます。規約の名称も変更となります。  

次に、議案第２ ６号 、川西町・三宅町就 学 指導委員会共同 設 置規約の一部を変

更する規約についてでございます。  

１枚おめくりくださ い。これは、 幼児 ・ 児童・生徒に対して 早期からの相談・

支援を行うとともに、就学先決定時以降においても助言などの支援を行っていく

必要から、委員会の名称を「就学指導委員会」から「教育支援委員会」に変更す

るものでございます。規約の名称も変更となります  

次に、議案第２７号、川西町第３次基本計画基本構想についてでございます。  

１枚おめくりくださ い。これは、 最初の 所信でも申し上げま したように、１０

年後の川西町の将来を見据えた行政運営の指針となるべき計画 、川西町第３次総

合計画の基本構想部分について、議会の議決を求めるものでございます。  

以上でございます。何とぞよろしく御審議賜りますようお願い申し上げます。  
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議   長（森本修司君）   説明が終わりました。  

お諮りいたします。  

ただいまの議案につ いては、各関係委員 会に付託することに 御異議ございませ

んか。  

       （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  異議なしと認め、厚生、総務・建設経済各常任委員会に付託

いたします。  

なお、各委員会の開 催は、 既に配付して おります とおりお取 り計らいください

ますようお願い申し上げます。  

以上をもちまして、本日の日程は全て終了いたしました。  

本日の会議は、これをもって散会といたします。  

なお、２８日午前１ ０ 時より再開し、各 常任委員会に付託 し ました各議案につ

いて、委員長の報告を求めることにいたします。  

また、１６日におき ましては、再開日と なっておりますので 、御参集をお願い

いたします。  

本日は、どうもありがとうございました。  

         （午前１１時０５分  散会）  
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（午前１０時００分  再開）  

議   長（森本修司君）  皆さん、おはようございます。  

これより平成２９年川西町議会第１回定例会を再開いたします。  

ただいまの出席議員 は１２名で、定足数 に達しております。 よって、議会は成

立いたしましたので、これより本日の会議を開きます。  

日程第１、一般質問に入ります。  

それでは、質問通告により順次質問を許します。  

２番  安井知子君。  

２番議員（安井知子君）   議長の許可を得まして、一般質問させていただきます。  

町職員の数は適正か、また、職員評価実施の成果について。  

今年１月１２日木曜 日午後３時半過ぎ、 東方の９３歳の女性 が行方不明になら

れ、警察にも連絡、車での捜索と住民六、七十人の協力を得て探しました。役場、

ぬくもりの郷、健康ランド、消防署、その他へ捜索をお願いしました。  

日没も迫り、途方に 暮れていたとき、午 後５時ごろ、役場か ら、現場に駆けつ

けてくれていた役場とぬくもりの郷の女性に電話が入り、役場の ソファーに横た

わっておられるとのこと。事実関係を調べた結果、午後３時半ごろ、眼鏡をかけ

た某男性の車で役場まで送ってもらい、 ソファーに座っていたが、疲れて ソファ

ーに横たわったとのこと。  

問題は、約１時間以 上も誰も気づかず、 誰も声をかけない、 靴を履いていない

人がたとえ３分でも ソファーに座っておられたら、職員のほうから声をかけるべ

き。捜索依頼をした私には何の連絡もない。庁内連絡はしないのか。このような

ことは、あってはならないこと。原因はどこにあるのか。職員削減と関係がある

のか。  

平成２８年１２月議 会における職員定数 改正条例により、町 長事務部局職員定

数を９３人から８５人に変更されました。現状は８３人とのこと。それでは、再

任用職員、非正規雇用の方は何人おられますか。  

また、職員への過度 な 負担を減らすため 、民間委託化を推進 する方法をとって

おられるのですか。  

県内自治体におき、 職員数が１９年連続 で減っているとのこ と。川西町におい

ても職員数適正化計画はあるのでしょうか。  

奈良市では、１カ月 以上の長期病気休暇 をとる職員が年間７ ０人以上に達し、

うち３カ月以上の休職者の７割が心を病んでおられるとの報道がありました。  

川西町において長期 病気休暇の人は何人 くらいおられ、どの ように対応されて

いますか。今後、職場に復帰される見込みはありますか。原因として、病気、上

司・同僚との摩擦、来庁者とのトラブル等、いろい ろ考えられます。職員の元気

は川西町の元気につながると思います。  

また、職員の評価をした結果、どのような成果が出ましたか。  

上司の目を気にして 萎縮してはいけませ ん。来庁者に目配り し、トラブルを防

ぐためにも、経験者を窓口に置くことも大切では。  
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いかなるときも管理 職が職員の採点をす るよりも、職員のカ バーをすることは

必須であると思いますが、いかがでしょうか。  

議   長（森本修司君）   町長。  

町   長（竹村匡正君）  安井議員の御質問の町職員数の適正性や職員評価実施の成果

等についてお答えいたします。  

まず、東方の女性の方の行方不明の件について御説明いたします。  

今年の１月１２日、 恐らく午後４時ごろ に、高齢の女性が住 民保険 課前のロビ

ーソファーに座っておられるのを当課の職員が確認しております。しかしながら、

住民保健課前のロビーは、高齢の方にとってコスモス号の待合場所にもなってお

りましたので、当初はコスモス号を待っておられる方と認識しておりました。  

その後、２回ほど職 員から本人に問いか けを行いましたが、 「家族が迎えに来

るのを待っている 。家族が迎えに来るから大丈夫 」と返答されたため、行方不明

で捜索中の方であることが判明するまでに時間を要しました。  

なお、本人が裸足であったことについては、当然、気づいていれば異変を感じ、

早期に確認等を行ったと思われますが、足元までは気づかなかったとのことでご

ざいます。  

このようなことから 、今回の件は職員数 の削減とは関係がな いと考えてはおり

ますが、他の課には行方不明の方の情報が入っておりましたので、役場内での情

報の共有が不十分であったと考えております。  

今後は、情報の共有 と、役場に来庁され た方に対してより一 層の気配りに心が

けるよう、職員に周知いたします。  

次に、本町の職員数 についてでございま すが、町長事務部局 、教育委員会、公

営企業等の全職員数は、平成２９年１月１日現在、正規職員１０１ 人、再任用職

員３人、嘱託などの非正規職員、これはアルバイト職員を 除きますが、９人でご

ざいます。また、平成１５年度より２７年度にかけて、２回の見直しを含め、川

西町定員適正化計画を策定しておりましたが、類似団体の平均職員数を下回ると

の目標を達成したため、現在は計画を策定しておりません。  

なお、現在の職員数 については、各課に 対する業務量調査を 実施した結果や、

類似団体の平均職員数を下回っていることから、適正であると考えておりますが、

今後、人口が減少する中、税収の減収が見込まれるため、より一層適切な定員管

理に努めてまいりたいと考えております。  

また、職員の負担軽 減につきましては、 浄水場の管理運営委 託や、今年の１月

から、繁忙期における税務課へのアルバイト職員の配置などを実施いたしており

ます。  

次に、長期病気休暇 についてでございま すが、現在、長期病 気休暇を取得中の

職員はおりません。過去に取得した職員 への対応といたしましては、職員が業務

に復帰する場合、できるだけ負担の少ない職場に配置するなどの配慮を行ってお

ります。  

また、常日ごろより 、職員に対しまして 定時退庁の推奨や年 次休暇 ・リフレッ
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シュ休暇等の休暇取得を呼びかけるなど、ワークライフバランスを推進しており

ます。  

最後に、職員評価に ついてでございます が、地方公務員法の 改正により、地方

公務員にも人事評価制度の導入が求められたこともあり、川西町では、平成２ ２

年度から５年間試行期間を十分に設けた上で、平成２７年度より本格的に人事評

価を実施しております。  

この人事評価は勤勉 手当に反映され、頑 張った結果が直接職 員本人に還元され

るため、職務に対する意欲の向上が見込めることを導入目的の一つとしておりま

すが、一方で、人材の育成も大きな目的としておりまして、職員の採点を主眼に

は置いておりません。  

職員が自ら目標を設 定し、自主的に目標 を管理しながら職務 の達成に向けて励

むことになり、また、人事評価を行う過程で評価者と面談を行いますので、職員

が自身の強みと課題を把握することができ、意識改革や行動変革につながってい

ると考えております。  

また、人事評価の流 れを申しますと、最 初に直属の 上司が１ 次評価を行います

が、この１次評価については、部課長級職員で構成される人事評価適正化会議で

の妥当性の検証を経て、１次評価者の上司が再評価、２次評価を行います。これ

は、評価の客観性・公平性を担保するもので、特定の上司の判断だけでは評価が

確定しない仕組みであり、上司の目を気にして職員が萎縮するといったことはな

いと考えております。  

逆に、上司と部下と の面談が行われます ので、これまで以上 に組織内でのコミ

ュニケーションが活性化され、管理職が職員をカバーすることに役立っているも

のと考えております。  

以上でございます。  

議   長（森本修司君）   安井知子議員。  

２番議員（安井知子君）   ありがとうございました。  

来庁者に優しく笑顔 で接することで、大 抵のことはスムーズ に処理できると思

いますが、万が一トラブルが発生したときは、即管理職が対応し、職員をカバー

することで、貴重な人材が長期休暇をとり、結果、退職してしまわれるようなこ

とを防げるのではないでしょうか。  

よろしくお願いいたします。  

議   長（森本修司君）   ４番  伊藤彰夫君。  

４番議員（伊藤彰夫君）   伊藤です。議長の許可を得ましたので、質問いたします。  

さきに通告してあり ますように、地域包 括ケアシステムの構 築についてであり

ます。  

我 が 国 に お い て 、 社 会 保 障 構 造 改 革 の 第 一 歩 と し て 、 平 成 １ ２ 年 （ ２ ０ ０ ０

年）４月から介護保険制度が施行されました。業者参入の促進も積極的に行われ、

多様な事業者が介護事業に乗り出しました。また、老人医療の一部を介護療養型

医療施設として介護保険制度に取り込み、医療と老人福祉の総合化を目指し、制
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度が始まりました。  

介護保険制度は、３ 年 ごとに見直され、 制度の改定が行われ てきました。平成

１８年度（２００６年度）には、それまで補助事業であった介護予防や地域 支え

合い事業が介護保険の中に取り込まれ、地域の調整機関としての地域包括支援セ

ンターの創設が始まりました。本町でも、平成１８年、第３期介護保険事業計画

から地域包括支援センターが役場の１階に設置され、総合相談窓口として多くの

町民の皆さんに利用されてきました。  

平成２４年度（２０１２年度）の改定では、自立の支援をより強化するために、

自立支援型ケアマネジメントや地域包括ケアシステムが提起されました。平 成２

７度（２０１５年度）には、医療・介護一体改革の第一歩として、医療から介護

へ、施設から在宅へといった新たな地域包括ケアシステムの構築が示されました。

これは、重度の要介護状態になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生

の最後まで続けることができるよう、住まい、医療、介護、予防、生活支援が一

体的に提供されるケアシステムで、今から８年後、団塊の世代が７５歳を超える

平成３７年（２０２５年）を目標年度として、さまざまな取り組みが進められて

います。  

本町においての 高齢 化率は３年前に３０ ％に達し、年々高く なっていま す。こ

れに伴って介護認定者も年々増加傾向にあります。町民の皆さんは、医療、介護、

日常生活に安心して暮らせるまちを望んでいます。それには、地域包括ケアシス

テムの構築が最重要課題であると考えます。  

本町の第６期介護保険事業計画では、さまざまな介護保険事業の実施とともに、

「長生きを喜べるまち、楽しめるまちへ」を基本テーマに、地域包括ケアシステ

ムの構築のための４つの重点取り組み事項が掲げられています。  

その１つは在宅医療 ・介護連携の推進、 ２つ目は認知症施策 の推進、３つ目は

生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進、 ４つ目は高齢者の 居住安定に係

る施策との連携。  

システム構築の目標 年度はまだ少し先の ことですが、本町で は、この地域包括

ケアシステムの構築に向けてどのように取り組んでおられるのか、現在の進捗状

況と今後の方針をお尋ねいたします。  

議   長（森本修司君）   町長。  

町   長（竹村匡正君）  伊藤議員の地域包括ケアシステムの構築についての御質問に

お答えいたします。  

まず、本町の人口は 減少傾向にある中で 、６５歳以上の高齢 者数は増加を続け

ており、平成２９年２月現在の高齢化率は３２ .２２％でございます。前期高齢者

人口の伸びは頭打ちで、当面は後期高齢者の人口が増加していく傾向にございま

す。  

また、要介護・ 要支 援の認定者数は４５ ４人で、介護保険制 度がスタートして

からの１６年間で約２ .６倍となっております。認知症高齢者のひとり暮らしや高

齢者世帯の増加と地域社会や家族構成の変化の中、介護保険制度では対応できな
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い生活支援ニーズや社会的孤立、貧困を背景とする深刻な生活課題が顕在化して

おります。  

こうしたニーズへの 対応に当たっては、 公的制度だけではな く、助け合いの理

念に基づく住民活動による取り組みや、互いに 支え合う地域づくりが不可欠とな

ってきております。団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年をめどに、住民自

身が暮らし続けたいと思う地域の姿を描き、さまざまな形で 参画し、専門職、専

門機関や自治体、企業等と協働して支えていく地域の生活支援の仕組みづくりで

ある地域包括ケアシステムの構築を進めているところでございます。  

まず、１つ目の在宅 医療・介護連携につ きまして、平成２７ 年度から国保中央

病院の構成市町村である磯城郡３町と広陵町の４町の介護 保険担当課で定期的に

会議を開催し、国保中央病院を中心とした４町 協同で広域的な連携に向けて、医

療と介護の連携に関す る問題点や現状の課題などを共有し、意見交換を行ってま

いりました。  

昨年１０月に、国保 中央病院と４町での 連携推進をそれぞれ で確認し、合意の

もと、国保中央病院圏域在宅医療 ・介護連携推進ワーキング会議設置要綱の策定

に至りました。その要綱に基づき、国保中央病院、奈良県地域包括ケア推進室、

奈良県地域医療連携課、奈良県中和保健所、４町の介護保険担当課及び地域包括

支援センターで組織する担当課レベルの国保中央病院圏域在宅 医療・介護連携推

進ワーキング会議において、課題の抽出と対応について毎月協議を重ねていると

ころでございます。  

平成２９年度は、各 医師会にも会議への 参加をお願いする方 向で進めておりま

す。  

また、連携推進組織 の上位の会議として 協議会を発足し、行 政の上位職や他職

種関係機関の代表の方々に御参加いただき、国保中央病院を核とした地域医師会

等と広域的な在宅医療連携体制づくりを目標に、協議・検討を行っていく所存で

ございます。  

次に、認知症施策に つきまして、認知症 サポーター養成講座 を開催し、認知症

への理解を深めるための普及啓発、また、昨年９月から文化会館サークル室で、

認知症の方や御家族、地域の方との交流を楽しんでいただける認知症 カフェ、い

わゆる「かわにしココロカフェ」を毎月第３木曜日に開催しております。  

さらに、認知症の人 やその家族に早期に かかわり、 容態に応 じた適時適切な医

療・介護などが提供できる支援体制といたしまして、認知症初期集中支援チーム

員の確保については、専門病院へ協力依頼を行い、来年度からの実施に向け体制

準備は整っておりますが、認知症初期集中支援チームや認知症支援推進員などに

よる具体的な施策については、これから検討を進めてまいります。  

また、認知症の経過 に応じて利用できる 支援を一覧にした 「 認知症ケアパス」

も作成する予定でございます。  

ま た 、 生 活 支 援 ・ 介 護 予 防 サ ー ビ ス の 基 盤 整 備 の 推 進 に つ き ま し て 、 介 護 予

防・日常生活支援総合事業を来年度から開始します。今年２月に、各事業所様向



 - 29 - 

けに総合事業説明会を開催させていただきました。本町の総合事業サービスは、

現行の介護予防訪問介護相当サービスと介護予防通所介護相当サービスで、６５

歳以上の全ての方が利用可能な一般介護予防事業として短期集中運動教室、地域

リハビリテーション活動支援、出前講座、脳の健康教室と、地域において介護予

防に役立つ自発的な地域住民グループ活動の立ち上げ支援事業がございます。ま

た、平成２８年度から、地域において 、 介護予防に役立つ自発的な地域住民グル

ープ活動の立ち上げ支援も行っております。  

多様な介護予防 ・生 活支援サービスの拡 充 のため、生活支援 コーディネーター

を地域包括支援センターに配置し、本町におけるＮＰＯやボランティア、住民活

動などの実態調査を実施し、資源の状況の把握を行っております。  

生活支援コーディネ ーターと行政を含め た多職種による生活 支援サービスの体

制整備や地域のニーズを把握するため、今年度１年間、定期的に研究会を重ね、

２月に行政、医師、介護サービス事業者、住民ボランティアなど、多職種参加に

よる協議体を設置し、地域ケア会議も定期的に開催しながら、高齢者の多様なニ

ーズに対し、サービスを包括的・継続的に提供するための検討も行 っております。  

最後に、高齢者の居 住安定に 係る施策と の連携につきまして は、施策の検討に

至っておりませんが、要介護の高齢者及び高齢者の単身世帯、認知症の高齢者や

介護予防の対象となる虚弱な高齢者も増加し、高齢者が安心して暮らし続けられ

る住まいの実現のための今後の重要な課題であると考えております。  

以上、地域包括ケア システムの構築につ きましては、介護保 険事業計画の実施

を通じて地域の自主性や主体性に基づき本町の現状や課題を継続的に把握し、高

齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域

で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、地域の包括的な

支援・サービス提供体制である 「川西らしい仕組みづくり 」 を継続していきたい

と考えております。  

これからも地域住民 の方々の御理解と御 協力などをお願いし ていくことになり

ます中で、議員の皆様方にも御理解のほど、よろしくお願いしたいと考えており

ます。  

以上です。  

議   長（森本修司君）   伊藤彰夫君。  

４番議員（伊藤彰夫君）   地域包括ケアシステムへの取り組みについて詳細に説明いた

だき、大変よくわかりました。  

この地域包括ケアシ ステムが構築されれ ば、 誰もが安心して 住み続けられる川

西町になると期待しています。私も安心して川西町に住み続けるつもりでござい

ますので、これからもシステム構築に向けて鋭意取り組んでいただきますよう、

よろしくお願いしたいと思います。  

以上で終わります。  

議   長（森本修司君）   １番  松村定則君。  

１番議員（松村定則君）   松村でございます。議長の許可をいただきましたので、質問
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させていただきます。  

町内の通学路を中心に街路灯のＬＥＤ化が進んできて、夜間の通行の安全性が確

保されてきましたが、一歩離れると、薄暗く老朽化した防犯灯を多く見 かけます。

各自治体管理の防犯灯が多く、ＬＥＤ化するには多額の費用が必要となります。  

そこで、ＬＥＤ灯への変換時に町費の補助をお願いしたいと考えております。Ｌ

ＥＤ防犯灯は、現在の蛍光灯のものと比べてエネルギー効率と耐久性にすぐれ、

温室効果ガス排出削減と維持管理費の減少の２つの方策をともに実行できるもの

として期待されています。  

まちを明るくして、夜間における犯罪の発生を防止し、歩行者の通行の安全を図

るまちづくりを進めたいと考えております。町長のお考えをお聞かせください。  

議   長（森本修司君）   町長。  

町   長（竹村匡正君）  松村議員御質問の街路灯・防犯灯のＬＥＤ化についてお答え

いたします。  

防犯灯については、夜間における犯罪の発生を防止し、公衆の安全を図ることを

主たる目的として、自治会及び自治体などが設置者となって今日に至っておりま

す。本町におきましても、平成２８年３月現在、町が設置している防犯灯は約３

４０基、自治会が管理している防犯灯は約８００基ございます。  

防犯灯は、地域の犯罪を抑止するという機能だけではなく、地域で一定の負担も

しながら、自らの手で自らのまちを守るという住民の安全に対する関心を高め、

地域の連帯を醸成することにも重要な役割を果たしているものと考えております。  

また、防犯灯の設置場所の選定などについては、地域内を通行し、実情をよく把

握している地域住民の皆様が最も適切かつ効果的に、しかも迅速に行っていただ

いていると認識いたしております。  

このような中、御要望の自治会管理の防犯灯のＬＥＤ化変換時の補助金の支出に

ついてでございますが、補助金である以上、そ の対象とするためには、どの場所

でも同じ条件が必要であることが求められます。また、それぞれの防犯灯の設置

によっては、防犯上の効果を得られるのは、基本的にその周辺にお住まいの住民

の方々ということにもなります。そうしますと、受益者が一部の住民に限られる

という状況が補助金支出のあり方として適当かどうかという問題もあり、補助金

の支出には整理すべきところがあるように思います。  

しかしながら、多くの子どもたちにとって、防犯及び交通安全上大きな効果が期

待できます通学路において、自治会所有の防犯灯についてＬＥＤ化を行う一方、

通学路の状況によっては、防犯灯の新設設備などを自治会の協力を得て推進して

いきたいと考えております。  

議員お申し出の通学路以外の部分の防犯灯のＬＥＤ化交換時への補助金につきま

しては、先ほど申し上げた問題点を整理した上で、今後とも広く町民の方の御意

見をお聞きしながら、現在自治会の集会所などの補助のように、補助制度の構築

を検討してまいりたいと考えております。  

以上です。  
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議   長（森本修司君）   松村正則議員。  

１番議員（松村定則君）   御回答ありがとうございます。  

これからもＬＥＤ化はどんどん進んでいくのかなと は思っておりますが、各自治

会、町民負担、もちろんそうなんですが、そこに町として幾ばくかの助成をいた

だけるのがいいのかなと。多年にわたっての交換となりますので、その辺のこと、

ひとつよろしくお願いいたします。  

以上です。  

議   長（森本修司君）   ３番  福西広理君。  

３番議員（福西広理君）   議長の許可を得ましたので、一般質問をさせていただきます。  

職員向け防災対策マ ニュアルの作成状況 及び図上訓練の実施 状況についてでご

ざいます。  

我がまち川西町は、 ４本の大きな河川に 囲まれ、 外水氾濫に よる大水害が発生

することが懸念され、また、近いうちに起こると言われている南海トラフ地震や

東縁断層で起こる大地震による被害が想定されております。本定例会に上程いた

だいている第３次総合計画基本構想の中にも、安心、すなわち災害に強い安全な

まちをつくると明記されていますとおり、被害を最小限にとどめるために十分な

対策を講じておかなければなりません。  

昨年に本町で作成さ れた川西町地域防災 計画の中身は、被害 想定から災害復旧

までしっかりと考えている計画であると評価いたしますが、実際に大災害が起こ

ったときに、町長初め本町の職員さんたちが初動においてどの ような行動をとる

かで、被害の大きさがかなり変わってくると思います。  

そこで質問ですが、 本町職員向け防災対 策マニュアルの作成 はされていますで

しょうか。また、マニュアルよりも重要であるとされる実践的な図上訓練を全職

員に対して行っておられるのか、また、今後の訓練実施計画はあるのかをお尋ね

いたします。  

議   長（森本修司君）   町長。  

町   長（竹村匡正君）  福西議員御質問の職員向け防災対策マニュアルの作成状況及

び図上訓練の実施状況についてお答えいたします。  

平成２８年８月に、 川西町地域防災計画 については、東日本 大震災を踏まえて

行われた災害対策基本法の改正、国の防災基本計画の修正、南海トラフ巨大地震

に関する国の検討会の検討内容、奈良県地域防災計画の修正などを踏まえ、大規

模広域災害への対応について見直しを行いました。  

また、昨年１０月に、大和川上流部の関係３市８町、奈良県、奈良地方気象台、

近畿地方整備局から成る大和川上流部大規模氾濫に関する減災対策協議会が立ち

上げられ、水防災害意識社会再構築ビジョンに基づく大和川上流部大規模氾濫域

の減災に係る取り組み方針も策定され たところでございます。河川の氾濫による

浸水被害の軽減に向けて、ハード、ソフトの両面から取り組みが進められている

ところでございます。  

そこで、議員御質問 の職員向け防災対策 マニュアルについて でございますが、
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災害が発生しそうな場合や発生した場合の３日後までの初動対応を示した川西町

職員マニュアル及び本部事務局マニュアルを 、平成２６年に作成しているところ

でございます。また、住民の方々が避難生活を余儀なくされた場合も想定いたし

まして、避難所の運営体制を迅速に立ち上げるための避難所開設マニュアルにつ

いても作成しております 。各マニュアルについては、必要あるごとに見直しを行

っているところでございます。  

次に、全職員を対象 とした防災訓練につ いてでございますが 、こちらは、平成

２３年度に、管理職を対象といたしまして、河川氾濫による浸水を想定した図上

訓練の実施を行っております。以降については、平成２４年に自主防災会が立ち

上がり、警察、消防などの関係機関や小学生を含め、町と自主防災会との共催で

の訓練を実施してまいりました。  

全職員には、随時シェイクアウト訓練を実施しております。  

次年度の計画といたしまして、平成２９年１０月ごろに、県防災 課協力のもと、

関係機関と連携した図上訓練やタイムライン作成等、職員を対象とした訓練の実

施を予定しております。  

以上です。  

議   長（森本修司君）   福西広理君。  

３番議員（福西広理君）   ありがとうございます。職員向け防災マニュアルの作成につ

いて、本部事務局マニュアル及び避難所開設マニュアルとあわせて作成いただい

ているということですが、これらのマニュアルは、作成しただけでは意味をなさ

ず、きっちりと全職員に周知・教育を行い、それぞれが災害発生時に何をすべき

かという役割を自覚し、意識を高めておかなければなりません。  

そこでお尋ねいたし ますが、この作成さ れたマニュアルは、 どういった形で全

職員に周知されているのか、また、全職員がきっちりとマニュアルを理解し、行

動をとれる状況であるとお考えなのかをお尋ねいたします。  

次に、図上訓練の実 施状況ですが、平成 ２３年に実施してか ら５年以上も行っ

ておられない。次年度には訓練の実施を予定されているとのことですが、今後は

きっちりと継続的に訓練を行い、少なくとも想定できる災害に対しては的確な対

応ができるよう、スキルを高めていただきたいと思います。  

また、ここ数年、川 西町全域の自主防災 会と川西小学校５年 生が参加する基本

的な防災訓練を毎年行っていただいておりますが、この訓練にもっと本町職員が

かかわり、また、全住民も対象とした町全体で行う緊張感のある実践的な訓練を

実施してはどうかと考えますが、竹村町長の御所見をいま一度お聞かせいただけ

ますでしょうか。お願いします。  

議   長（森本修司君）   町長。  

町   長（竹村匡正君）   福西議員の御質問にお答えします。  

先ほども申し上げま したとおり、職員向 けのマニュアルにつ いては、職員防災

マニュアル、本部事務局マニュア ル及び避難所開設マニュアルを備えております。

職員防災マニュアル、本部事務局マニュアルは、災害発生から３日までの初動対
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応を念頭に構成しておりまして、情報の把握を初め、職員の参集方法、災害対策

本部の設置などについてマニュアル化しております。避難所開設マニュアルでは、

避難所での円滑な共同生活を営むために、住民の皆さんが避難所を自主運営する

ための基本的なルールを定めております。これらにつきましては、職員の宿日直

時に災害が発生した場合の指針として当該マニュアルを常置しておりますが、マ

ニュアルを通じた職員の行動の基本的 な事項が十分認識されているか疑問が残る

ところでございますので、今後、職員一人一人が冊子のマニュアルを所有して、

生かせるようにしたいと考えております。  

次に、本町職員がか かわって全町民を対 象とした防災訓練に ついてでございま

すが、今のところ、町といたしましては、各地域の防災リーダーとなる人に向け

ての訓練を、先ほども申し上げましたとおり、自主防災会と共催という形で行っ

ております。一度に多くの住民の皆様方の御参加をいただくような総合訓練的な

ものも将来的には必要であるとは承知しておりますが、現段階では、防災リーダ

ー向けの訓練が妥当であるのかなと考えております。  

内容といたしましては、 各地区の自主防災会及び自治会から代表者を３名程度、

また消防署、警察署並びに関係機関からの参加をいただき、町全域に緊急速報メ

ールによる震災情報を送信し、避難行動シェイクアウト訓練の実施を初め、自主

防災会主導のもと、避難所設営訓練を行っております。今年度につきましては、

簡易トイレの設置訓練をしていただきました。  

また同時に、川西小 学校でも全学年を対 象に防災の講義を実 施しており、その

後、小学校５年生と自主防災会と合同で水消火栓による消火訓練やＡＥ Ｄの操作

などの実践的な訓練を行っております。  

発生が予測できない 地震等に対しまして は、備えておくこと が重要であると認

識していただくことを主眼に 、訓練を実施させていただいております。現在は、

地域や小学校の防災訓練と内容が重なるところもございますが、今後は高齢者な

どの災害時要援護者の避難訓練や 、避難支援対象者名簿等を活用した情報伝達や

安否確認・避難誘導などの災害時要援護者への支援を含めた訓練の実施について

も検討し、学校、自主防災組織、関係機関等の連携を図りながら、住民がより多

く参加いだける防災訓練を推進していきたいと考えております。  

そして、職員の図上 訓練も行った上で、 各地域の防災リーダ ーに対する訓練を

ある程度実施し、避難所開設までのスキームの習熟度を見ながら、さらに多くの

住民の皆様と職員を巻き込んだ形の訓練形態を考えていきたいと考えております。  

以上です。  

議   長（森本修司君）   福西君。  

３番議員（福西広理君）   町長お述べのとおり、本町では既に全ての自治会において自

主防災会が設置され、防災に対する意識も高まりつつありますが、本町の職員に

おかれましても、町長が先頭を切って災害に対する緊張感を住民に示されること

が、ますます住民の防災に対する意識の向上につながり、災害に備えることがで

きると思います。  
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竹村町長が就任当初から掲げておられる「安心して暮らせるまちづくり」をしっ

かりと行っていただくことをお願いいたしまして、私の一般質問とさせていただき

ます。  

議   長（森本修司君）   １１番  芝和也君。  

11番議員（芝 和也君）  １１番、芝和也です。本町における就学児童への援助制度に

つきまして、町長に質問いたします。  

この就学援助制度につきましては、その条例化を求めまして、これまでも議論を

重ねてきているところでありますが、これまでのところ、当面は内規で対応してい

く旨の考えをお示しでありまして、条例化には至っておりません。したがいまして、

これはこれで引き続きその対応を求めていくことには変わりはありませんので、早

晩実施に踏み切られんことを改めて求める次第であります。  

それはそれとしまして、新年度からの就学援助制度でありますが、国の基準単価

が引き上げられることとなりまして、これを受けまして、本町を初め県下の各市町

村でも、その基準に基づきまして、新年度において対応するべく、目下その準備を

進めているところであります。  

本町での本制度の手順は、毎年、新年度が始まってから申請を受け付けまして、

６月ごろの所得の確定を待って、それを受けて受給者を決定し、各学期のしまい方

に支給するという流れで一連の手だてが講じられているところであります。毎年の

新入学児童においてもこの流れは同じとのことであります。  

本町では、若年夫婦を中心に、少しでも親御さんの経済的な負担軽減にと、この

春から、新入学への児童への制服の支給が始められております。就学援助制度でも

考え方としましてはこれと一緒でありまして、入学準備の手だてとしては、その準

備期間、つまり、入学前に手だてが講じられていなければ、実際に間に合う取り組

みとしてはいきには働きません。この解消には、入学前に支給の手だてを打つ以外

にありませんから、その方法はさまざまにありましょうが、例えば前年度の状況を

参考にして、一旦みなし判断をするなりして支給し、当該年度の所得確定を待って、

その後に精算をする等々の方法に舵を切りかえれば済む話であると考えます。  

かゆいところに手が届いてこそ、せっかくの取り組みが功を奏するというもので

ありますので、これらがかなうよう、一連の手だての改善を求めるものであります。

前向きな御答弁をよろしくお願いいたします。  

議   長（森本修司君）   町長。  

町   長（竹村正匡君）  この件につきましては、まず教育長のほうから回答させてい

ただきます。  

議   長（森本修司君）   教育長。  

教 育 長（山嶋健司君）  芝議員の就学援助制度につきましての御質問に、まず私のほ

うから回答させていただきます。  

まず、就学援助制度 の条例化についてで ございますが、以前 に申し上げました

ように、現在の内部規律的な要綱から、法律に基づき 、法令に反しない範囲でそ

の権限に属する事務に関して制定します規則へと変更していくことで、委員会に



 - 35 - 

おいて現在調整を行っていることを、まず御報告させていただきます。  

続きまして、新入学 児童への入学準備に 係る就学援助費につ いてでございます

が、就学援助制度の国の基準単価につきましては、毎年見直しがなされておりま

す。平成２９年度におきましては、議員仰せのとおり、新入学児童生徒学用品費

等の支給単価が、現 在の２万４７０円から４万６００円へと、ほぼ倍に引き上げ

られる予定となっております。  

現在、就学援助制度 の実施において、本 町では、申請者の前 年度所得の確定後

の６月ごろに申請を受け付け、対象者には４月にさかのぼって支給する流れとな

っております。  

芝議員の御質問の中 にある、新入学児童 生徒学用品費等を入 学前に支給するよ

うな手だてを講じられないかということでありますが、支給において準拠してお

ります現在の文科省要保護児童生徒援助費補助金制度では、入学する年度 の前に

市町村が要保護児童を対象に就学援助費として支給した場合の 経費については、

当該補助の対象とならないことになっております。このことから、国においても、

入学する年度の開始前に支給できるよう、現在、先進団体でそれに対応しておら

れるところもありますので、先進団体の情報を収集・検討されていると聞き及ん

でおります。  

また、準要保護につ きましては、県下で ３町が新入学児童生 徒学用品費等の入

学前支給を平成２９年度の入学児童より開始されております。  

委員会といたしまし ても、国においての 検討結果も踏まえな がら、県下他市町

村の情報収集を行い、事前支給を行っていくに当たっての課題も含めて整 理をし、

入学前支給について検討を行ってまいりたいと考えております。  

今後も、新入学とな る保護者の負担軽減 、子どもたちが新入 学時によりよい学

校生活をスタートできるよう支援していきたいと考えておりますので、御理解の

ほど、よろしくお願いいたします。  

議   長（森本修司君）   芝議員。  

11番議員（芝 和也君）  検討はしていく、こういうことであったかと思います。確か

に教育長も今お述べのとおり、国のほうが自治体の手だて、取り組みに対してペ

ナルティーを科す ような、そういったところが非常にけしからん話でありまして、

市町村は、住民の皆さんに直接ふだんから接しているところでありますし、そう

いった皆さんを支援していくという手だてをきちんと講じていくというのがその

仕事の中心でありますから、それをまじめにやったとこがペナルティーをこうむ

るなんていうことは、非常にけしからん話であります。  

教育長の御答弁でも紹介がありましたように、先進的な取り組みといいますか、

既に入学前に取り組んでいるところは、全国的にはもう１００を超える自治体が

２９年度の入学に向けましては２８年度中、この２月、３月中に手だてをとって

いるという事態も出てきていますの で、そういう点では、そういった動きを国も

参考にしながら、取り組みの内容を変えていくということにはつながっていく大

きな弾みになっていると思いますし、県下でも、川西町は位置的に言いますと、
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西から順番に王寺、上牧、河合とこの取り組みが来ていますので、順番からいっ

たら次は川西かなと、たまたま偶然ですが、そうなりますけども。  

それはそれとしまし て、こういう支援の 手だてに前向きに取 り組むということ

ですけれども、町長御自身、制服の支給のこともありますし、その辺、入学前の

取り組みは当たり前やと思うんですけれども、いかがでありましょうか。  

議   長（森本修司君）   町長。  

町   長（竹村正匡君）  これまでの間、芝議員とは、子育てに関する経済的な負担の

軽減や暮らしの応援などにかかわる件でいろいろ議論を進めさせていただきまし

た。  

そのような中、私も 就任して以降、子ど も医療費の助成対象 拡大に始まり、次

年度からは、先ほど芝議員もお述べになられましたとおり、小学校１年生に対し

ての制服支給ということも始めさせていただきました。  

現在、小学生を育て ていらっしゃる方々 はどういったところ で費用が必要なの

かというのを細かく分析させていただきましたところ、やはり新入学時が最もお

金が要る時期であるということはよく認識しております。  

そのような中、先ほ ども教育長からも答 弁がございましたと おり、現在国のほ

うでも情報収集され、検討されているということでございますので、まずは県を

通して国に要望・陳情を進めていくとともに、入学前支給について、教育委員会

でも申しておりますとおり、私といたしましても前向きに検討してまいりたいと

考えております。  

以上です。  

議   長（森本修司君）   芝議員。  

11番議員（芝 和也君）  確かに、そういう手だてをしようというところに国がペナル

ティーを科すというのは、自治体側からしますと全く理解に苦しむ話だと思いま

す。制度としては、先ほども金額も示していただきましたように、ほぼ倍ですよ

ね。２万４７０円が４万６００円、中学生の場合は２万３ ,５５０円が４万７ ,４

００円ということになりますので、今の町長の御答弁でもあったように、それだ

け必要だということから、こういう手だてをしようということで単価も上げてい

て、かつ、それを必要な時期に講じようと思ったら、そこがなかなかいきにいか

ないと、こういう話であります 。その点では、 制度との絡みもありますし、全体

の状況もありますし、前向きに検討するということでお答えいただいています。  

２９年度末、３０年 度に入学される皆さ んに向けましては、 そういった一連の

動きがあれば当然のことでありますが、ない場合も、ぜひそこは御判断いただい

て、早晩そういう方向で動いていくことでありましょうから、この辺は自治体の

本来の住民に対する暮らしを支弁する、応援していく、そういう取り組みの大変

大切な部分になってく ると存じますので、そこは前向きに検討ということであり

ますので、ぜひ取り組んでいただきますように、重ねて求めておくものでありま

す。  

以上、よろしくお願いいたします。  
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議   長（森本修司君）   これをもちまして一般質問を終わります。  

続きまして、日程第２、総括質疑に入ります。  

先日上程されました 議案第１号、平成２ ９年度川西町一般会 計予算についてよ

り、議案第２７号、川西町第３次総合計画基本構想についてまでの２７議案につ

いて一括議題といたします。  

去る１０日、当局よ り提案説明が終わっ ておりますので、こ れより総括質疑に

入ります。  

質疑通告により、３番  福西広理君。  

３番議員（福西広理君）   それでは、議長のお許しをいただきましたので、一般質問に

引き続き総括質疑を行います。  

平成２９年度一般会 計予算における認定 こども園新設に伴う 補助事業について

でございます。今年の４月より開園予定であります幼保連携型保育園、川西こど

も園に対する補助金についてお伺いいたします。  

昨年末から、隣町の 田原本町におきまし て、本町にできる川 西こども園の運営

母体である社会福祉法人愛和会の前理事長が、同町委託事業の委託費を不正に受

給し、逮捕されたことに 端を発し、先月には新たに田原本前副町長が同法人に対

して補助金額を増額する便宜を図ったとして逮捕されたことは、皆さん御存じの

とおりであります。また、この４月から川西こども園に入園予定の保護者の方々

の大きな不安材料となっております。  

まず、平成２９年度予算案に計上されております川西保育園運営補助費１ ,２３

２万９ ,０００円について精査いたしましたところ、国の補助要綱にのっとり、適

正に算定されているものと確認いたしました。しかし、いまだ保育園運営の認可

が県からおりていない状況であります。本町で認可をするかどうかの決定権はあ

りませんが、万が一認可が得られなかった場合、入園予定であった方々に対する

対応策を本町が責任を持ってとっておかなければなりませんが、どのようにお考

えなのかをお尋ねいたします。  

次に、この運営補助費１ ,２３２万９ ,０００円の内容についてですが、障害児

保育補助金、病児保育補助金、 延長保育補助金、一時預かり事業補助金の４つの

事業の総額となっております。そのうち病児保育と一時預かり事業の２つが現在

まで本町で保育園運営をしていただいている成和保育園にはなかった新しい事業

となりますが、この２つの事業を行うに当たり、合計８４１万円、実質町負担３

分の１なので、約２８０万円が計上されております。  

そこでお尋ねいたし ますが、この２つの 事業は、本町の住民 や保育園利用者か

らの要望、もしくは竹村町長の子育て支援に対する熱い思いから愛和会さんのほ

うに事業の実施を依頼されたのか、それとも愛和会さんのほうから 提案があり、

実施する案が出てきているのかをお聞かせ願います。  

以上です。  

議   長（森本修司君）   福祉部長。  

福祉部長（下間章兆君）   まず、私のほうから回答させていただきます。  
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認定こども園新設に 伴う補助事業につい てでございますが、 御存じのとおり、

社会福祉法人愛和会が建設している幼保連携型保育園、川西こども園につきまし

ては、本年４月開園予定となっております。この３月中旬に竣工すると聞いてお

りますが、奈良県のほうから認定こども園運営の認可はまだおりていないのが実

情ですが、本町といたしましては、認定こども園 が認定されるというようなもの

として事務を進めております。  

万が一認可が得られ なかった場合の対応 につきましては、新 聞紙上に愛和会の

不祥事が掲載されました昨年１１月時点では、川西こども園の申し込みも終えて

いたことから、愛和会の担当理事に来ていただきまして、認可が得られなかった

場合には、愛和会の他の施設で申し込まれた児童の対応をお願いいたしました。

愛和会といたしましては、保育士の確保や施設の面積的な問題もあり、確約はい

ただけておりませんが、先日、本町として再度愛和会での対応を要望し、担当理

事からは「できる限りの対 応はいたします」との回答を得ているところでござい

ます。  

次に、新年度予算の 川西保育園運営補助 に計上しております 愛和会が実施する

障害児保育事業、病児保育事業、延長保育事業、一時預かり保育事業の４事業に

ついてですが、新年度予算要求に当たり、愛和会の担当者から、子ども・子育て

支援交付金交付要綱に基づき、病児保育事業、延長保育事業、一時預かり保育事

業を実施したいとの申し出がありました。町といたしましても、子ども・子育て

支援計画策定時における子育て 世帯のアンケート調査、これは平成２６年１月に

実施しておりますが、その中にも病児・病後児保育及び一時預かり保育の実施を

希望されていることもあり、社会的ニーズがあることから、安心して保育できる

環境を整えることが課題であると考え、実施に向け検討していたところです。こ

のため、愛和会からの申し出を検討したところ、町の方針と合致していると判断

し、当該交付要綱に基づき予算計上しているところです。  

なお、障害児保育事 業につきましては、 川西町保育所運営費 補助金交付要綱に

基づき予算計上しております。  

以上です。  

議   長（森本修司君）   福西議員。  

３番議員（福西広理君）   御答弁ありがとうございます。昨日、私も川西こども園を見

学させていただきましたが、現場サイドの運営面では、きっちりと子育て支援を

行っていただき、川西町の子育て世代の方々にとってより有益な施設になってい

ただくことを期待するところではございますが、本町の補助金を投入している以

上、きっちりと経営体制や補助事業内容について目を光らせ、引き続きチェック

機能を働かせていただくことをお願い申し上げます。  

次に、病児保育事業 の補助金についてで すが、川西町子育て 世代のニーズと本

町の計画、そして愛和会さんの申し出が合致したので、補助金を予算計上されて

いるとのことですが、この病児保育事業は、川西こども園の園児のみが利用でき

るもので、成和保育園や川西幼稚園に通っている園児は利用できない事業である
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と伺っております。今後、成和保育園さんのほうでも病児保育事業を行うとなれ

ば、同額の４３１万円の補助を計上しなければならず、川西町の人口推移から見

ましても、子どもの数が減っていくにもかかわらず、補助金のみが上がってしま

うという非効率な制度になってしまいます。病児・病後児保育事業は、国が推奨

する、また、現代社会においてもニーズのある重要な子育て支援策であるという

ことは私も感じておりますが、公的資金を投入して行う支援でありますので、限

られた方だけが受けられるサービスではなく、川西町全ての子育て世帯が利用で

きるサービスにしなければならないと考えます。  

そこで、今回川西こ ども園で行う予定の 病児保育事業に、園 利用者以外 も川西

町民であれば誰でも利用できるように、愛和会さんと交渉のテーブルにつくとい

うことはお考えにないでしょうか。業務委託として出せば可能ではないかと考え

ますが、どのようにお考えなのか、御答弁をお願いします。  

もしくは、保健セン ターや子育て支援セ ンターの一部を利用 して、本町独自で

この事業に取り組めば、最小限の予算で本町における全ての対象者が支援を 受け

られるようになると考えますが、この件について御所見をお伺いいたします。  

議   長（森本修司君）   福祉部長。  

福祉部長（下間章兆君）   まず、ニーズがそのぐらいあるのかどうか、今実施されてい

ない成和保育園も実施したら、同額の予算が要るから、その辺はどうなのかとい

うような御指摘でございます。  

まず、川西こども園 、愛和会さんがされ て いるのは、通園時 に体調不良を生じ

た方、熱が３８度以上になった場合に、保護者の方をお呼びして迎えに来てもら

う。その間、遠方に働きに行かれている方もございますので、保護者の方が迎え

に来られるまでの間、看護師等が注意深く見守ると。休園した場合については医

療機関の受診も考えるということで実施されている、そういう形での病児保育と

いう形です。  

議員お述べの川西町 にお住まいの全ての 方が病気になったと き、あるいは病後

通園するには、愛和会さんにある阪手保育園のほうと病後児保育というのを委託

契約させていただいていますので、保護者の方のニーズがありましたら、阪 手保

育園のほうと協議してもらって、受け入れてもらえる体制はつくらせていただい

ておりますので、その辺につきましては、そういう形で御理解いただけたらなと。  

お述べの保健センタ ーであるとか子育て 支援センターのほう でそういう児童を

預かってはどうかというところでございますが、やはりそういう方は保護者のほ

うで見ていただくと。どうしてもあかんときは、先ほど言いましたような形で阪

手保育園のほうで対応していただくというのが本筋かなというように考えており

ますので、議員御提案の保健センターであるとか子育て支援センターでの病児・

病後児保育のほうは、ちょっと今のところ考えていないので。  

ただ、御提案の愛和 会さんのほうで新設 される病児保育の中 で、川西町の子ど

もが病気になったときの手だてについて、それは交渉というか、検討していただ

くような話の場は設けたいかなというように考えておりますので、よろしく御理
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解いただけたらと思います。  

議   長（森本修司君）   １１番  芝和也君。  

11番議員（芝 和也君）  １１番、芝和也です。所属委員会以外の福祉部所管の提出案

について、一般会計及び国保、後期高齢者の医療会計並びに介護保険会計の各予

算について、若干お尋ねをいたします。  

まず、一般会計予算 で、母子保健事業の 取り組みですが、現 在、乳幼児に関す

る各種健診が従前どおり積年取り組まれているところであります。そこで、健診

の間隔でありますけれども、１歳半と３歳半の間が若干あきますので、乳児の４、

５カ月健診から始まって、１０カ月健診、１歳半健診、２歳の歯科の健康相談、

３歳半ぐらいの健診と、こういうスパンであるようですので、 その辺、間を密に

して、２歳児の間で一度健診を入れることはできないかということでお尋ねをい

たします。  

次に、福祉医療についてであります。  

先ほどの一般質問の やり取りで町長のお 話にもありましたよ うに、その対象年

齢が義務教育を終了するまで、入通院ともに子どもの医療費助成制度として本町

では定着してきているところであります。これを、現在 、国民健康保険の保険証

の医療費滞納の問題から、滞納者に対するペナルティーとして、保険証はストッ

プする、短期証にする、そういったいろんな手だてがとられます。しかし、子ど

もに関しては、それ は問題外だということで、この医療保険証は、現在、高校を

卒業するまでは―おおむね１８歳ですけれども―国保証については親御さんの

保険の滞納があったとしても、子どもさんへは保険証が出されているというのが

現状であります。  

そういう点から言い ますと、補助対象を 同年齢まで引き上げ ていくことは想定

にあるのかどうか、その辺の考え方についてお尋ねをいたします。  

次に、２９年度の国保会計及び後期高齢者医療会計についてであります。  

この分野では、皆さ ん御承知のとおり、 国が社会保障費の自 然増分、これをそ

のまま見ずに削減している影響 もありまして、その更新を改めてもらって 転換し

てもらうことが問題の解決の一番の大本にはあるわけですけれども、そのもとで

あっても、市町村にはやはり住民目線に立った取り組みが求められているのはそ

のとおりであります。  

国保事業は、来年の３０年から制度が変わりまして、県下一本化になりますし、

それに伴いまして、これまでなかった保険者の努力支援制度というふうに称する

医療給付費をどれだけ減らして いるかという削減の度合いに応じた評価方法なる

ものが新たに導入されることによりまして、予算配分が決まってくるというふう

な仕組みにもなってきていますから、その影響は加入者だけではありませんでし

て、保険者そのものにも出てくるという時期にあることもありまして、想像する

に、保険料は従前に比してどうしても膨らまざるを得ない状況にあるだろうと思

われます。  

それから、後期高齢 者医療制度では、今 年度からこれまた国 の制度が変わりま
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すから、これまで５割軽減とか になっていたものが２割軽減に軽減割合がすぼま

ったり、あるいは９割軽減やっ たものが７割軽減になるなど、そういった軽減の

対象が同じ状態であってもすぼまるというふうなことに医療制度そのものが変わ

ります。そうなりますと、自己負担の上限がどうしても上がらざるを得ないとい

うふうなことになってまいります。これが状況です。  

そこで、この分野の 負担軽減策について でありますけれども 、これまでのとこ

ろ、町長と議論を重ねておりますけれども、基本、制度にのっとって、法定外か

らの繰り入れは行わずに、軽減策も含めて全て法定制度で対応する 、こういうこ

とでありました。ですから、今示しましたように、制度や 軽減策が すぼまるとい

うことになりますと、減額されている法定制度そのものが後退するということで

すので、必然的に加入者の負担は膨らまざるを得ないということになります。  

ですから、少なくともこれまでやり取りしている中で、私は法定外の繰り入れ、

他会計から繰り入れよという話をしていますけれども、町長は法定制度にのっと

ってやるということでありましたので、その制度が妥当ということで判断をなさ

っています。それでいくならば、その制度がさらに後退するということになりま

すと、負担はおのずと膨らむというのをそのまま見ているのか、今まで妥当 とし

ていた制度を維持するべく手を打つのかというところは、取り組みが問われると

ころでありますが、そういう用意はあるのかどうか、その辺の見方についてお尋

ねをいたします。  

それから、介護保険の予算についてであります。  

２９年度は、現在実 施の第６期の最終年 度となりますが、次 の事業計画を立て

ていく年にもなってまいります。現状から見まして、来期のサービスの量と、そ

れに見合う保険料の見通し、この辺はどういう設計になっていくか、そのことと、

それから、今年度からでありますけれども、要支援者の訪問と通所、この辺の介

護サービスが保険給付から市町村事業へと変わることになりまして、中身が、こ

れまでの取り組みであったものがなくなるようなことはあるのかということで確

認をしますと、そういうことは起こらないということでありましたので、その確

認と、それから、新たに要支援になられた皆さんが制度を 受け ようと思った場合、

今まで介護保険時代では制度が適用になったけれども、市町村事業になったこと

によって、新たな人はその制度には乗らないようなことが発生することはないの

かどうか、その辺についてお尋ねをいたします。  

以上です。  

議   長（森本修司君）   福祉部長。  

福祉部長（下間章兆君）   まず、私のほうから回答させていただきます。  

まず初めに、平成２９年一般会計予算の母子保健事業についてでございます。  

乳幼児に関する各種 健診につきましては 、母子保健法に基づ きまして、４カ月

から５カ月健診、１歳６カ月健診、３歳６カ月健診等を実施しているところです。  

御提案の２歳児健診 の実施につきまして は、現在、１歳から ２歳児対象のすく

すくサロン、それから、２歳児の歯科健診等を実施しており、保健師が子どもの
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様子を注意し、見守っているところです。そのような状況からも、今のところ２

歳児健診を実施するというような考えはないので、御承知おきください。  

次に、福祉医療につ きまして、子ども医 療費の助成対象につ きまして、県の制

度改正に準じまして、昨年８月診療分より 、中学生までの助成を入院から入院及

び通院へと拡充をしたばかりであります。助成対象を高校卒業ま でとしているの

は、平成２８年８月１日現在、県内３９市町村のうち６町村となっており、大半

が県基準に準じています。当町といたしましては、制度拡充の改正後間もないこ

とから、当面の間は県基準に準じて進めていきながら、近隣の状況や住民からの

要望などを注視していきたいと考えております。  

続きまして、平成２９年度国民健康保険特別会計予算についてであります。  

御存じのとおり、平 成３０年度から の 保 険者の県一本化につ いては、現在、市

町村単位では、被保険者の減少、所得水準の低下、医療費の増に対し、運営の限

界に近づいてきておると感じているところです。特に、我が川西町のような小規

模な保険者になりますと、突発的な医療費の増に対しましては影響を受けやすく、

保険税収入につきましても大変不安定な状況です。  

このたびの県一本化 は、各市町村の保険 財政の安定化を図り 、今後も保険制度

として持続可能な制度とするための改革であると認識しております。芝議員お述

べのとおり、県一本化後には 、新たな制度として収納率の向上、医療費の適正化、

健康づくりなどの取り組み努力に対して、それを評価し支援するインセンティブ

制度を構築し運用するよう、県において検討されております。ただ、現在におい

ては、県としての取り扱い基準などの詳細は何も決まっておらず、今後の検討課

題となっております。県一本化であることにより、県内全ての市町村で公平に取

り組む問題でありますが、この制度が被保険者や町にどのような影響が出るかは、

財源の内訳にもよりますので、現時点では不明であります。ただし、納付金の算

定や新たに導入する制度などについて県内市町村間で公平な扱いとなるよう、県

に訴えていくべき問題であると認識しております。  

続きまして、平成２９年度後期高齢者医療特別会計予算についてでございます 。 

高齢者の保険料の所 得割については、平 成２９年度は基礎控 除の総所得金額等

が５８万円以下の方について、現行の５割軽減から２割軽減に、また、社会保険

の被扶養者であった方について、当面の間 行われている均等割の軽減措置の軽減

割合が、現行の９割から７割へと改正されます。医療費の自己負担額につきまし

ても、高額療養費制度と高額介護合算療養費制度について見直しされ、限度額の

引き上げが予定されております。被保険者の方には負担増と なることになります

が、７５歳以上の被保険者数の伸びや医療費の伸びを勘案し、制度を維持するた

めの改正であり、芝議員がおっしゃる制度の後退ではないというように考えてお

ります。  

国民健康保険も後期 高齢者医療も、県一 本化・広域化により 県内市町村全てが

足並みをそろえて取り組んでいくことが大 切であり、今回、芝議員の御質問の負

担軽減策につきましては、一市町村だけが独自に講じる問題ではないと考えてお
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りますので、町といたしましては、今のところ何らかの策を講じる考えはないの

が実情です。  

続きまして、平成２ ９年度介護保険事業 勘定特別会計予算に ついてでございま

す。  

平成２９年度は、第 ８次高齢者福祉計画 及び第７期介護保険 事業計画の策定年

度に当たり、平成２８年度におきまして、毎期実施する日常生活ニーズ調査、こ

れは、要支援・要介護認定者以外２ ,３９１名を対象としてアンケート調査をし、

それに加えまして、今回は在宅 介護実態調査として、要支援 ・要介護認定者の在

宅の方を対象に調査をさせていただきました。高齢者のニーズの把握を進めてい

るところです。次期の計画におけるサービス見込み量につきましては、平成２９

年度から開始します総合事業により、介護給付のほうは減少するというように見

込んでおりますが、御承知の とおり、町内に特別養護老人ホームが新設され、平

成３０年度に開設を予定されていますことから、当然 、サービスの増加が見込ま

れるところでございます。  

今後、計画策定ごと に示されます国の方 針にも沿い、本町の 人口推計及び今年

度に実施したアンケート調査の結果、当月３月９日現在で回収率は６８ .９と、約

７０％の回答率を得ておりますが、住民の皆さんの介護ニーズと今後の高齢者の

動向を勘案して、介護サービス量を推計し、計画策定委員会で御検討いただきま

して、サービスに必要な保険料基準額を設定させていただくことになります。  

次に、平成２９年度 から開始します介護 予防 ・日常生活支援 総合事業につきま

して、要支援１または２の認定をお持ちの方が利用されている全国一律のサービ

スとして提供される介護予防サービスのうち、介護予防訪問介護、いわゆるホー

ムヘルプサービスと介護予防通所介護、いわゆるデイサービス事業が総合事業と

して町の事業に移行します。移行後の総合事業におきましても、利用者の方には

同等基準でサービスを御利用いただけるような事業となっております。サービス

利用料につきましても、利用者の方の負担増にならないよう、現行と同額または

サービス単位を１回当たりで設定させていただくことで、 利用頻度によっては負

担が少なくできることも考慮したサービス費用の設定となっております。  

また、事業への移行 は一括移行ではなく 、要支援者の認定有 効期間の更新時に

順次移行していくこととなり、利用者の方が混乱されることがないよう、チラシ

等を作成し、対象者には 、事前に訪問するなどして説明させていただき、対応さ

せていただきます。  

以上でございます。  

議   長（森本修司君）   芝議員。  

11番議員（芝  和也君）   重ねてお尋ねをいたします。  

まずは母子保健です が、いわゆる母子保 健法に基づく４、５ カ 月健診、１歳半

健診、３歳半健診以外の取り組みを２歳でもしているの で、そこのところは、体

の状態というか、すくすく育つ、そういう状態の健診 、プラス 、社会的背景であ

ります児童虐待とか、そういう問題も含めて今は目配りをしていくという取り組
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みになっていますけれども、２歳レベルのところも母子保健法以外の取り組みを

やってるから、目配りはいけてると、こういう話であったかと思います。  

確かにその取り組み はとられていますが 、加えて健診をして いって、重ねて厚

くという思いから 提案というか、問いかけているところでありますが、その辺、

町長の御所見をいただけたらというふうに思います。  

それから、医療費に ついてでありますが 、部長から今お話し いただきましたよ

うに、長いこと子どもの医療費を入通院で中学 生までという話をしていましたけ

れども、県が実施するまでは通院についてはなかなか重い腰が上がりませんでし

たけれども、県が去年実施したことによって、県下一律に入通院 中学生までとな

りました。先ほど紹介がありましたように、６町村は高校生までやっていると。

特に南のほうが多いですけれども、そういう状況であります。  

それはそれで、同じ 状況であっても頑張 っておられるという ことにもなります

し、加えて、子どもの医療費の問題は、財源工面で言いますと、財政出動の頻度

がほとんど起こらない年齢になってまいりますので、そういう点で言いますと、

町長もいかにまちのよさを訴えていくかということで御苦労いただいていますけ

れども、その一環として、付加価値としてこれは十分に役立つ、町の姿勢として、

この付加価値は評価されていくのではないかと思います。その辺、どういうふう

に見ておられるのか、御所見をお聞かせください。  

それから、国保会計 、後期高齢者医療会 計、この辺の医療費 関係の手だてであ

ります。  

いずれにしましても 、 制度的後退ではな いという話でありま した。それはそれ

で一つの見方だと思います。現状としては、国保にしても後期高齢者医療にして

も、軽減策を受けておられる人、つまり所得の低い人―年金生活者が中心になり

ますけれども―国保で５割を超える皆さん、後期高齢者で７割近い皆さんが軽減

策を受けておられるというのが実情であります。普通に収入があって、例えば企

業年金等々のある、勤めを果 たして、年金の受給者であっても国税を払っておら

れる皆さんもありますし、一方でそういった軽減策を受けなければならない収入

の皆さんもおられるわけでありま して、その受けておられる皆さんがそういう状

態にあるということは、その皆さんが、先ほどの部長の説明でありましたように、

制度を変更することによって軽減策がさらにすぼまるという状態に 置かれる皆さ

んということになりますので、そこは黙って見ていてええんかという問題になっ

てくると思います。  

市町村の立ち位置と して、国の制度との 絡みもありますし、 なかなか一市町村

の頑張りでという話ではありますが、しかし、そこはやっぱり自治体というのは

住民の皆さんにとって一番身近なところでありますので、その辺の見方、立ち位

置として、するかせ んかは別ですけれども、国保では５割を超える皆さんが、後

期高齢者では７割近い皆さんが軽減策を受けているという状態にあって、さらに

負担が上がるというの を黙って見ていてええのかという、その立ち位置の問題で、

町長御自身はどういうふうに御所見をお持ちか。やるかやらんかは問いませんが、
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そういう状態にさらに加わることに関してどう思われるのか、御所見をお聞かせ

いただきたいと思います。  

それから、介護保険 制度でありますが、 つまり、需要と供給 の関係で言えば、

供給されれば分母全体も膨らむから、需要もおのずと膨らまざるを得ないとい う

話であったかと思います。そういうことから想定すると、需要が伸びれば保険料

もおのずと上がらざるを得ない、傾向としてはそういうことかと思いますが、そ

の辺、見通しだけでもいいですけれども、重ねてお伺いしておきます。  

以上です。  

議   長（森本修司君）   町長。  

町   長（竹村匡正君）  まず、母子保健事業の１歳半、３歳半の中間の２歳児での健

診というお話でございますが、部長からもお話がございましたとおり、法に基づ

いて１歳半、３歳半でやっているわけで、２歳がないというのは、そういう意味

だと思いますので、今のところ実施する考えはございません。  

そのかわり、先ほど も議員がおっしゃっ たとおり、２歳児で の歯科健診時に、

家庭の状況、また子どもの状況を本町の保健師を通して注意深く見守ってまいり

たいと考えております。  

また、福祉医療につ きまして、町として の付加価値として高 校卒業までどうか

というお話でございますが、 こちらにつきましては、昨年８月に中学校卒業まで

助成対象を拡大し、町としての付加価値としましては、所得制限なし、また、県

基準では通院に最低１ ,０００円要るところを５００円という形で、その辺で付加

価値をつけているということで、まずは中学校卒業までで当面対応してまいりた

いと考えております。  

また、国保会計の件 でございますが、軽 減措置につきまして は法定で定めてい

る範囲内で軽減対応をとっております。こちらの問題につきましては、国全体で

制度を考えていくべき問題だと考えております。先ほど部長の答弁もございまし

たとおり、一市町村だけで独自に対応できる問題でもないと考えておりますので、

現在のところ、法定内での対応をしてまいる所存でございます。  

最後に、介護事業に 関しての見通しにつ きましては、部長の ほうから答弁させ

ていただきたいと思います。  

議   長（森本修司君）   福祉部長。  

福祉部長（下間章兆君）   次期介護保険事業計画の保険料についてでございますが、実

際、アンケート調査をしただけで、どういう形になるかはまだ想定しておりませ

んが、先ほど伊藤議員の地域包括システム構築 の御質問の場でも町長お述べのよ

うに、本年２月現在の高齢化率は３２ .２２％と、いわゆる高齢者が増えていると。

必然、第１号被保険者も多くなってくる。そして、今までと同じような認定率で

言いますと、介護認定を受けられる方も多くなると。加えて、先ほど申しました

ように、３０年４月開設予定として準備が進められている特別養護老人ホームは、

５０床とショートステイが１０床ですか、それと、２８年４月現在、川西町にお

いて要介護３以上の方の特別養護老人ホームへの入所待ちが３０人強おられます。
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例えばその方たち全員が開設されます特養へ入られますと、１人当たり約３０万

円ぐらいの介護給付が要りますの で、一月当たり９００万円、年間通じますと千

数百万円の額になりますので、そういう面から 見ますと、やはり介護保険料につ

きましては現行よりも上がってしまうのかなと。  

ただ、幸いなことに 、今年度はまだ決算 を打っておりません が、介護準備基金

というのが本町はございますので、それが残りましたら、次期計画においても全

額取り崩して介護保険料の抑制に努めたいというような形で今考えているところ

で、サービス見込み量 につきましても、第７期につきましては施設から在宅へと

いうことで在宅サービスを伸ばすような計画となっておりましたので、そ のよう

な国のほうの指針が出ていると。次期計画につきましては、国のほうから地域包

括ケアシステム構築の推進とかいうのは出ておりますが、まだそれ以外のことが

出ておりませんので、先ほど申しましたように、第１号被保険者の増あるいは認

定者の増によりまして、やはり介護保険料は若干上がるのかなということは今の

ところ考えております。  

議   長（森本修司君）   ４番  伊藤彰夫君。  

４番議員（伊藤彰夫君）   それでは、平成２９年度予算案のうち、防災無線デジタル化

工事と文化会館冷暖房設備改修工事について質問いたします。  

平成２９年予算案においては、全体で４４億６ ,７００万円、平成２８年度の予

算は３９億１ ,５００万円で、その差５億５ ,２００万円の増となっております。

増えた分に注目しますと、歳入では地方債が４億１ ,６００万円増えて６億８ ,０

００万円、基金からの繰入金が１億６ ,４００万円増えて３億９ ,０００万円とな

っています。そして、歳出のほうを見ると、新たな事業として防災無線のデジタ

ル化工事３億５００万円、これには地方債が使われ、文化会館冷暖房設備改修工

事２億１ ,３００万円が基金からの繰り入れになっております。  

現在、駅前整備や工 業団地 が控えている 中、２９年度の目玉 事業とも言える大

きな事業を、なぜこの時期に地方債や基金を使って実施する必要があるのか、理

由と事業の目的及び内容についてお尋ねいたします。  

議   長（森本修司君）   総務部長。  

総務部長（西村俊哉君）   伊藤議員の御質問にお答えいたします。  

平成２９年度予算規 模につきましては、 議員お述べのとおり 、前年度に比べま

して５億５ ,２００万円ほど増加いたしております。その増加の主な内容といたし

ましては、御指摘のとおり、防災無線のデジタル化と文化会館の冷暖房事業によ

るものがございます。  

２９年度予算にこれ らの事業を予算化い たしました理由等に ついて御質問いた

だいておりますが、事業別にお答えしたいと思います。  

まず、防災無線デジ タル化事業でござい ますが、これは、現 在行われておりま

すアナログベースでの送受信ができるのが平成３４年度までとなっておりまして、

平成３４年度以降では、 電波法上、デジタルベースでの送受信でしか防災無線の

使用が認可されないというようなことになってございます。したがいまして、ア
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ナログ対応でございます現在の設備の更新が余儀なくされたものでございます。  

今回の更新によりま して、現在、無線機 のみで音声受信され ております気象警

報などが、デジタル化によりまして個人のスマートフォンなどでも受信でき、加

えまして、メールでの受信も可能になったりもしますので、住民の皆様の利便性

も向上するものと考えております。  

また、御指摘のとお り、防災無線の更新 については、緊急防 災・減災事業債の

借り入れを行うわけでございますが、この起債につきましては、後年度の交付税

算入率も７０％と、財政的には極めて有利な起債でございますことから、この起

債が認められる期間、平成３２年度までなんですけれど も、そこまでに事業を執

行することが肝要であるというふうに考えております。  

次に、文化会館の空 調設備の改修事業に ついてでございます が、当該文化会館

も築２０年を経過いたしまして、補修が必要となる箇所の発生が毎年見られると

ともに、これに必要となります補修部品の調達も困難な状況となってございます。  

これらのことから、 各部屋及びホールの 効果的な空調にも支 障を来す状況とも

なってきているところでございます。加えまして、今後の冷暖房に係る熱効率な

どの面から考えますと、現在の全館一括冷暖房方式から各部屋個別の冷暖房方式

に変換することが、長期的な維持管理経費の面からも効率的であるという判断の

もとに、当該改修事業を行うものでございます。  

財源につきましては 、設備の更新という ことになりまして、 適債性がなく、起

債を財源とすることはできませんけれども、住民の文化の向上及び地域活動の促

進を目的といたします地域づくり振興基金を活用しての実施を考えております。  

また、時期につきま しては、駅前整備や 工業団地の拡張の終 了を待つといたし

ますと、あと数年は着手できなくなるというようなことになりますので、その間

の住民の皆様の利便性を損なうことにもなりますので、駅前整備や工業団地の事

業が本格化する前の今の時期に行うものでございます。  

以上でございます。  

議   長（森本修司君）   伊藤議員。  

４番議員（伊藤彰夫君）   今の答弁で、防災無線デジタル化、文化会館の冷暖房設備改

修につきまして、この時期にやらねばならないということがよくわかりました。  

防災無線につきまし ては、予想されて い る南海トラフ巨大地 震や大規模な水害

などから町民の被害を最小限に食いとめるためには、正確・迅速な防災情報や避

難情報の伝達が不可欠です。現在の防災無線も今までは役に立ってまいりました

が、端末機も古くなってきています。これからはさらに高度化されたデジタル通

信機器が必要です。町民の安心安全のために最高の防災無線デジタルシステムの

導入をお願いしたいと思います。  

文化会館冷暖房につ きましては、築２０ 年経過しており、い ろいろと 不具合が

生じてきていると私も聞いております。改修されれば、町民の皆さんはより快適

に文化会館を利用して、文化活動に大いに喜ばれることと思います。  

さて、私は、１２月 議会の一般質問で、 「２期目を目指す町 長の意気込みを感
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じさせるような新年度予算を期待する 」 との質問をいたしましたところ、町長の

ほうから、「４つの活力プランのもと、町民がより一層元気になる事業展開を誓

う」と答弁されました。２９年度予算案を見ますと、今の防災無線デジタル化、

文化会館冷暖房設備の改修を初め、駅周辺整備、道路改良工事や 道路・橋梁の長

寿命化、幼稚園舎や体育館の改修工事、公園の整備、小学校 ・学童の支援、パソ

コン購入や結崎能の実施、さらには 介護保険対策の推進、健康づくりやネウボラ

に係る新規事業も数多く計上されています。いずれも町にとっては高額な事業費

でございますが、町民がより一層元気になる、いわゆる町民ファーストの予算編

成であると確認いたしました。  

今後ますます川西町 が住みよいまちにな っていくことを期待 して、私の質問を

終わります。  

議   長（森本修司君）   これをもちまして総括質疑を終わります。  

以上をもちまして、本日の日程は終了いたしました。  

本日の会議は、これをもって散会といたします。ありがとうございました。  

（午前１１時４４分  散会）  
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厚生委員会議事日程 

        平成29年 3月 21日 (火 ) 午後 1時 30分  開議  

日程第１  議案第１号  平成 29年度川西町一般会計予算について  

          

  歳出  款２  総務費  項３  戸籍住民基本台帳費   P.40～ 41  

   款３  民生費      P.43～ 54  

   款４  衛生費      P.55～ 59  

  歳入  上記関係歳入      P.17～   

日程第２  議案第２号  平成 29年度川西町国民健康保険特別会計予算について  

日程第３ 議案第３号  平成 29年度川西町後期高齢者医療特別会計予算について  

日程第４ 議案第４号  平成 29年度川西町介護保険事業勘定特別会計予算について  

日程第５  議案第５号  平成 28年度川西町一般会計補正予算について  

  歳出  款３  民生費     P.11  

  歳入  上記関係歳入      P.7～ 8  

日程第６ 議案第９号  平成 28年度川西町国民健康保険特別会計補正予算について  

日程第７ 議案第10号  平成 28年度川西町後期高齢者医療特別会計補正予算について  

日程第８ 議案第11号  平成 28年度川西町介護保険事業勘定特別会計補正予算について  

日程第９ 議案第15号  川西町犯罪被害者等支援条例の制定について  

日程第 10 議案第 22号  川西町特別会計条例の一部改正について  

日程第 11 議案第 23号  川西町介護保険条例の一部改正について  

日程第 12 議案第 25号  天理市、山添村、川西町、三宅町及び田原本町一般廃棄物の処

理事務委託に関する規約の変更について  

          閉会  14時 38分  
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出席委員 
                       

                           

 委員長  石田  三郎  副委員長  松本  史郎            

 委  員  安井  知子     委  員  伊藤  彰夫          

 委  員  寺澤  秀和  委  員  大植  正          

 議  長  森本  修司  
          

                           

説明のために出席した者                

                           

 町  長  竹村  匡正              

 副町長  森田  政美                      

 理事   藤井  隆弘               

    総務部長 西村  俊哉               

 総務課長 大西  成弘    
 

       

                           

 福祉部長  下間  章兆                   

 住民保険課長  岡田  充浩  
  

     

 健康福祉課長  吉岡  秀樹  
  

     

 健康福祉課主幹 中川  辰也  
  

     

 長寿介護課長  堀内規世子  
 

    

 会計管理者  奥  隆至  
 

    

                           

 
  

          

                           

職務のために出席した者                

                           

 議会事務局長  安井  洋次                   
 

                      
 

欠席委員及び職員                      
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総務建設経済委員会議事日程 

        平成 28年 3月 22日（水）  午前 10時  開議  

日程第１ 議案第１号  平成 29年度川西町一般会計予算について  

  歳出  款１  議会費      P.31～ 32  

   款２  総務費      P.32～ 43  

   款４  衛生費   項 1保険衛生費  目 3公害対策費  P.57  

   款５  農商工業費    P.59～ 62  

   款６  土木費      P.62～ 68  

   款７  消防費      P.68～ 70  

   款８  教育費      P.70～ 86 

   款９  公債費      P.86  

   款 10 諸支出費     P.86 

   款 11 予備費      P.87  

  歳入  上記関係歳入      P.14～   

日程第２ 議案第５号  平成 29年度川西町住宅新築資金等貸付事業特別会計予算につい

て 

日程第３ 議案第６号  平成 29年度川西町水道事業会計予算について  

日程第４ 議案第７号  平成 29年度川西町下水道事業会計予算について  

日程第５ 議案第８号  平成 28年度川西町一般会計補正予算について  

  歳出  款２  総務費     P.10  

   款６  土木費     P.11  

   款８  教育費     P.12  

  歳入  上記関係歳入      P.7～   

日程第６ 議案第12号  平成 28年度川西町公共下水道事業特別会計補正予算について  

日程第７ 議案第13号  平成 28年度川西町水道事業会計補正予算について  

日程第８  議案第14号  川西町空家等対策条例の制定について  

日程第９ 議案第16号  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に

関する条例の一部改正について  

日程第 10 

 

議案第 17号  

  

川西町個人情報保護条例及び川西町個人情報保護条例の一部を

改正する条例の一部改正について  
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日程第11 議案第 18号  職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について  

日程第 12 議案第 19号  職員の育児休業等に関する条例の一部改正について  

日程第 13 議案第 20号  一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について  

日程第 14 議案第 21号  川西町税条例等の一部改正について  

日程第 15 議案第 24号  川西町自動車駐車場条例の一部改正について  

日程第 16 議案第 26 川西町・三宅町就学指導委員会共同設置規約の一部を変更する

規約について  

日程第 17 議案第 27号  川西町第３次総合計画基本構想について  

            

          閉会  14時 20分  
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出席委員                        

                           

 委員長  中嶋  正澄  副委員長  今村  榮一            

 委  員  森本  修司  委  員  松村  定則          

 委  員  芝  和也  委  員  福西  広理          

 副議長  安井  知子  
          

                           

説明のために出席した者                

                           

 町  長  竹村  匡正              
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 理  事  藤井  隆弘               
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 総務課長 大西  成弘    
 

       

 総合政策課長  山口  尚亮          

 債権管理課長  福本  誠治          

 税務課長 石田  知孝          

 産業建設部長  吉田  昌功          

                           

 教育長  山嶋  健司                   

 教育次長  栗原  進  
  

     

 教委総務課長  深澤  達彦        

 社会教育課長心得 南本  政勝       

 水道部長  福本  哲也       

                           

 会計管理者  奥  隆至            

                           

職務のために出席した者                

                           

 議会事務局長  安井  洋次                   
 

     主事  松本  雅司                 
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平成２９年川西町議会第１回定例会会議録 (再 開) 

 招集年月日   平成２９年３月２８日 
 

 招集の場所   川 西 町 役 場 議 場 
 

 開 会        平成２９年３月２８日   午前１０時 宣告 
 

 出 席 議 員      １番  松村定則    ２番  安井知子   ３番   福西広理  
 

  ４番  伊藤彰夫    ５番  石田三郎   ６番   今村榮一  
 

  ７番  松本史郎    ８番   寺澤秀和  ９番   森本修司  
 

  10番  中嶋正澄   11番   芝  和也   12番   大植  正  
 

 欠 席 議 員         
 

 地方自治法第   町 長 竹村匡正           副町長 森田政美 
 

 121条の 規定   教育長 山嶋健司       理事 藤井隆弘    
 

 により説明の  総務部長 西村俊哉     福祉部長 下間章兆 
 

 ため出席した  教育次長 栗原 進     会計管理者 奥 隆至 
 

 者の職氏名  水道部長 福本哲也    産業建設部長 吉田昌功                 

  総務課長 大西成弘   
 

    
 

    
 

   監査委員 木村 衛 
 

 本会議に職務 議会事務局長  安井洋次 
 

 のため出席し モニター係 野口明日香 
 

 た者の職氏名          
 

 本日の会議に   別紙議事日程に同じ 
 

 付した事件  
 

 会 議 録 署 名         議長は会議録署名議員に次の２人を指名した 
 

 議員の氏名      ８番 寺澤秀和 議員 １０番 中嶋正澄 議員 
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川西町議会第１回定例会（議事日程） 

   
平成２９年３月２８日（火）午前１０時００分再開 

日程 議案番号 件           名 

      

      

第１ 議案第１号 委員長報告   

     ～        

 

議案第２７号  

   

    質疑・討論 

      

   採決 

      

第２ 発議第１号 川西町議会政務活動費の交付に関する条例を廃止する条例について 

      

第３ 発議第２号 際限ない年金の減額をストップして誰もが安心できる年金制度への改善を 

    求める意見書について 

    

 第４ 発議第３号 「介護保険制度の見直し」を求める意見書について 

      

 第５ 発議第４号 「介護従事者の勤務環境改善及び処遇改善の実現」を求める意見書について 

      

 第６ 発議第５号 「テロ等組織犯罪準備罪」（共謀罪）法案阻止を求める意見書について 

 

   

 

 



 - 58 - 

（午前１０時００分  再開）  

議   長（森本修司君）   皆さん、おはようございます。  

これより平成２９年川西町議会第１回定例会を再開いたします。  

ただいまの出席議員 は１２名で、定足数 に達しております。 よって議会は成立

いたしましたので、これより本日の会議を開きます。  

日程第１、委員長報告を議題といたします。  

去る１０日の定例会 において上程されま した、議案第１号、 平成２ ９年度川西

町一般会計予算についてより、 日程第３３、議案 第２７号、 川西町第３次総合計

画基本構想について までの議案２７件を 一括議題といたしたいと思い ますが、こ

れに御異議ございませんか。  

        （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）   異議なしと認め、一括議題といたします。  

    それでは、ただいまより、各委員会の審査の経過並びに結果について、順次委

員長の報告を求めます。  

議   長（森本修司君）   厚生委員長、石田三郎君。  

厚生委員長（石田三郎君）   議長の御指名をいただきましたので、厚生委員会を代表

いたしまして委員長報告をいたします。  

去る３月１０日の本 会議において当委員 会に付託されました 各議案につきまし

て、過日、３月２１ 日に委員会を開催し、審議をいたしました。その結果を御報

告申し上げます。  

まず、議案第１号、 平成２ ９年度川西町 一般会計予算につい て、委員より、 平

成２９年度当初予算案の主要施策の概要に記載されている保健衛生事業の推進に

おける新規事業の目的及び効果について、ネウボラ事業における新規事業の目的

及び効果について、資源ごみ分別収集の新規事業について質問があり、当局より、

「保健衛生事業の新規事業は、本町は透析治療患者が多く、医療費の公費負担も

高額となっており、慢性腎臓病罹患者を予防することを目的に、慢性腎臓病重症

化予防事業を行います。内容としましては、かかりつけ医と腎臓専門医及び本町

の保健師・栄養士が中心となりネットワークを組み、連携手帳を用いて情報を共

有し、医師の診断結果を踏まえて保健指導を実施することで、慢性腎臓病・透析

治療導入者の減少を目指し、医療費の削減に努めます。  

次に、胃がん検診の 胃内視鏡検診につい て、従来のバリウム によるエックス線

検査に比べ感度が高く、がんの早期発見・早期治療を図るため、５０歳以上を対

象に、２年に１回、医療機関での個別検診を実施します。前立腺がん検診につい

ては、早期発見・早期治療により、高齢者 の生活の質向上と費用負担の軽減を図

ることを目的に、町内の医療機関で受けられるように体制を整備し、かかった費

用の一部を助成します。  

ネウボラ事業の新規 事業は、妊婦歯科健 診について、集団健 診に加え、町内の

医療機関でも妊婦歯科健診を受けられるように、個別健診を実施し、妊婦歯科健

診の受診率の向上を図り、歯周病を患っている妊婦は早産や低体重児を産むリス
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クが高まるため、早目の受診でトラブルを未然に防ぐことを目的としています。  

また、乳児全戸訪問 事業における訪問後 の子育て支援として 、赤ちゃん体操を

実施し、早期から体と心の 発達を促し、毎月教室を実施することで切れ目ない子

育 て 支 援 に つ な げ ま す 。 さ ら に 、 妊 産 婦 及 び 乳 幼 児 の 実 情 を 把 握 し 、 妊 娠 ・ 出

産・育児に関するさまざまな相談に応じ、必要に応じて支援プランの作成や地域

の健康医療または福祉に関する機関との連絡調整を行う体制をつくり、妊産婦及

び乳幼児の健康の保持及び増進を図ることを目的に、利用支援事業を実施します。

保健師が全ての妊産婦に対し、妊娠・出産等の節目の時期に簡易ケアプランの作

成を行い、妊産婦を包括的・継続的に支えていく体制の構築を図ります。  

資源ごみ分別収集の 新規事業については 、平成２９年４月か ら飲食用瓶の分別

収集を開始いたします。これは、平成３５年度開始のごみ広域化（山辺・県北西

部広域環境衛生組合）によるものであり、現在の参加１０市町村のごみ分別を新

施設稼働までに統一し搬入することを目指している中で、川西町として最初の取

り 組 み と し て 、 飲 食 用 瓶 か ら 始 め ま す 。 １ ５ 品 目 の 分 別 に 向 け 、 今 後 は 小 型 家

電・新聞紙・雑誌・古着なども開始に向けて進めていく方針です」との回答があ

りました。  

次に、委員より、広 域環境衛生組合の周 辺地区環境整備基金 について質問があ

り、当局より、「これは、ごみ処理施設と いうその存在により周辺築住民が負う

負のイメージを緩和することが必要で、緩和することによってごみ処理事業の進

捗を図り、また、周辺地区住民が少しでも住みやすいと思うような環境づくりを

目的としています。その環境づくりのために整備基金条例を制定し、組合を構成

する１０市町村が一定の額を負担し、基金として積み立てます。基金の使い道と

しましては、地区内の生活道路や排水路・用水路の整備、地区の公民館などのコ

ミュニティ施設の整備、自然災害対策や交通安全対策などのために使われます。

平成２８年８月に組合議会第１回定例会が開かれ、 山辺・県北西部広域環境衛生

組合周辺地区環境整備基金条例の制定について議決され、先般、平成２８年１２

月１日付にて組合を構成する１０市町村間で基金に関しての協定書が締結されま

した。協定書の内容としましては、趣旨・目的の他、積立金額として１１億円と

なっています。基金負担額の算定については、当該年度の前々年度の年間ごみ処

理量割にて算定されます。平成２９年度の川西町の負担金は、平成２７年度のご

み量（２ ,２６３トン、全体の３％）にて案分されるので、４９４万９ ,０００円

となります」との回答がありました。  

委員より、ごみ収 集 量の推移について質 問があり、当局より 、「ごみの収集量

については、燃えるごみ・燃えないごみの排出量の傾向について、平成２１年１

０月からの有料化に伴い、２２年度のごみ量は両方とも一旦下がりました。燃え

るごみは年々減る傾向ではありましたが、１ ,７６７トンから１ ,５９１トンへ１

０％減、特に家庭系の燃えないごみは、有料となる前に出してしまおうというこ

ともあってか、２５５トンから１４６トンへ４２％減と、かなり減量となってい

ます。しかし、その後の２３年度のごみ量は、燃えるごみ・燃えないごみともに
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増え、燃えるごみは１ ,５９１トンから１ ,７１７トンへ８％増、燃えないごみは

１４６トンから１７３トンへ１８％増となり、家庭系燃えるごみについては、２

３年度以降、１ ,７００トン余りで、ほぼ横ばいに近い状態が続いています。家庭

系燃えないごみにつきましては、２３年度に増えましたが、以降は徐々に下がり、

平成２７年度については 、１２６トンまでになっています。１０年前の平成１７

年と比較すると、半分以下、５８％減となっています。資源ごみの分別収集の効

果としては、燃えるごみの部類では、プラスチック包装容器 、ペットボトル、段

ボールがありますが、例えば 平成２７年度で言いますと、これら３種類の年間合

計がおよそ７１トンで、家庭系燃えるごみ量の４ .２％、また、燃えないごみの部

類では飲料缶がありますが、同じく飲料缶の年間合計が５ .６トンで、家庭系燃え

ないごみ量の４ .５％の減量となっています」との回答がありました。  

以上の審議をもちま して、議案第１号、 平成２ ９年度川西町 一般会計予算を承

認いたしました。  

続きまして、議案第 ２号、平成２ ９年度 川西町国民健康保険 特別会計予算につ

いて、委員より、国民健康保険の県一本化の状況について質問があり、当局より、

「現状の主な課題とし ましては、納付金の算定時における激変緩和措置と標準的

な収納率の取り扱いについて現在も検討されています。激変緩和措置については、

当初では国のガイドラインとは違い、奈良県独自の考えとして、財政調整基金の

取り崩しや繰越金の充当は、これまでの保険者の努力の結果として対象として検

討されていたことが、今では国のガイドラインに沿った考えに転換されて、対象

としないことになり、この案については、多くの市町村が難色を示していますの

で、今後も検討が必要です。  

また、標準的な収納 率ですが、県が示す 納付金や標準保険料 率を算定する際に

は収納率を見込んで決定しますが、当初は被保険者の規模別で、川西町は９６％

で検討されていました。しかし、今回の案では、過去３年間の収納率の平均をと

り、最高を９６％として市町村別に設定することになっています。川西町の場合

は、平成２５年から２７年の３年間の平均収納率は９７ .６７％で、標準収納率は

９ ６ ％ と な り ま す 。 見 た 目 の 数 字 は 同 じ で す が 、 同 規 模 の 他 町 村 で は 平 均 が ９

１％台のところもあり、これらについては９２％に設定されます。この収納率の

差を補うため、低い収納率の町村で不足となる保険料を高い収納率の町村で取る

というような仕組みになっています。川西町としては、不公平感がありますので、

当初案の被保険者数の規模別としていただくか、もしくは高い 市町村に対し何ら

かの配慮や取り扱いがある制度の検討をお願いしています。これら以外にも、事

務の共同化や各種システムの連携テスト等まだまだあり、市町村長会議や担当者

会議を重ねて検討されていきます」との回答がありました。  

以上の審議をもちま して、議案第２号、 平成２９年度川西町 国民健康保険特別

会計予算を承認いたしました。  

続きまして、議案第 ３号、平成２ ９年度 川西町後期高齢者医 療特別会計予算 に

ついては、提案説明どおりであり、承認いたしました。  
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次に、議案第４号、 平成２ ９年度川西町 介護保険事業勘定特 別会計予算につい

て、委員より、平成２９年度から新しい介護予防・日常生活支援総合事業開始に

当たり、生活支援コーディネーターの役割について、地域包括支援センターを委

託したことの成果や改善点について、第７期介護保険事業計画に当たり、本町の

目指す高齢者福祉について質問があり、当局より、「生活支援コーディネーター

の役割については、多様な介護予防、生活支援サービスの拡充のため、生活支援

コーディネーターを地域包括支援セン ターに配置し、本町におけるＮＰＯやボラ

ンティア、住民活動等の実態調査を実施し、資源の状況の把握を行っています。

今年２月に協議体を立ち上げ、第１回会議は、コーディネーターと包括支援セン

ター、社会福祉協議会、医師、民生児童委員、ＮＰＯ団体、生活支援・介護予防

サービス事業者等、最低限必要なメンバーで開催しました。テーマにより徐々に

メンバーを増やしたり、入れかえも予想されます。平成２９年度は 、年４回程度

の協議体の開催を予定しています。コーディネーターによる各種団体の活動状況

調査、今年度実施した日常生活ニーズ調査、ま た、地域ケア会議等による高齢者

のニーズと地域資源の状況を把握することと連携しながら情報を共有し、川西町

に必要な生活支援事業を検討・協議していただき、例えば通いの場や生活支援な

ど新しいサービスの構築や支援の充実につなげていきます。  

地域包括支援センタ ー委託による成果や 改善については、川 西町で暮らしてお

られる高齢者の皆様を総合的に支援するために、地域包括ケアシステムの構築に

向け、包括的支援事業を実施する地域包括支援センターが、これまで以上に地域

に根ざした取り組みを実施しながら、センターの機能強化を図る必要があり ます。

高齢者の方が住み慣れた地域で尊厳ある生活を継続できるよう、介護 、福祉、保

健、医療などの適切なサービスを包括的・継続的に構築するため、今年度からい

われ会に委託したことにより、活動拠点が役場からぬくもりの郷に移りました。

これまで役場長寿介護課職員が兼務により川西町直営で設置していたことから、

住民の方にとって地域包括支援センターという名称にはなじみがなく、役場と認

知していただいていたことと思いますが、徐々に高齢者の相談窓口として地域包

括支援センターの認知度も上がってきています。  

成果につきましては 、委託１年 目の具体 的な事業成果といた しまして、毎月第

３木曜日に実施しています認知症カフェ「かわにしココロカフェ」です。今年度

中に開催できればと進めていたところ、半年も早い９月に開催が実現し、参加者

数もこれまで毎回１５人前後で、２月には２４名、３月には２２名と多数おいで

いただき、定着してきました。 また、介護予防事業としまして総合事業へつなげ

られる事業をと、新規に短期集中運動教室を開講しました。これは、出前講座型

で公民館など御希望の会場で５ 人から１０人の少人数で、週１回程度、３カ月間

続ける講座プログラムです。また、来年度 は教室参加型として地域包括支援セン

ターでも開講を予定しています。脳の健康教室と運動やゲームを交えた認知症予

防の「すこやか生きいき教室」も確実に引き継いでいただき、今後の課題である

教材費の参加者負担にも利用アンケートを実施するなど、 改善 の方向で検討して
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いただいているところです。  

改善点については、 今のところ改善を求 める ところは見えま せんが、地域包括

支援センター自己評価表を作成し、先日の地域包括支援センター運営協議会で諮

り、承認をいただきました。これは、地域包括 支援センターの機能指標となるも

ので、今年度は、この 自己評価をメインに活用して、運営方針に関する点検を実

施し、業務改善を図ります。  

今後の方針につきま しては、行政 機能 の 一部として地域の最 前線に立ち、地域

包括ケアシステムにおける中核的な機関として、現状の課題や今後求められる役

割を勘案しながら、複合的に機能強化を図ることが重要となっています。地域包

括支援センターの委託に当たりまして、センターの運営上の基本的な考え、業務

推進等を明確にするとともに、川西町とセンターとの役割分担及び連携方針を明

確にするために示した地域包括支援センター運営方針に沿って、行政とセンター

の連携によって取り組んでまいります。  

次に、第７期介護保 険事業計画策定に当 たり、本町の目指す 高齢者福祉につい

ては、目指す目的は地域包括ケアシステムの構築の実現で、高齢者が住み慣れた

自宅で、いつまでも社会・地域とつながりを持ちながら、安心して生き生きと暮

らしていけるよう社会全体で支えていくまちづくりを、第７期介護保険事業計画

に盛り込む予定です。介護保険制度は、国民生活への定着が進み、利用者数も増

加の一途をたどっています。その一方で、介護保険制度の持続や認知症高齢者の

増加への対応等、さまざまな課題もあります。こうした課題への対応として、予

防を重視するサービスの拡充や認知症高齢者に対するサービスの充実等を内容と

する制度の見直し が進められてきました。次期の計画策定の国の方針もあり、今

年度に実施したアンケート調査や実態調査並びに地域の実態等から、介護ニーズ

と今後の高齢者の動向を勘案して事業計画案を練り、計画策定委員会で御検討も

いただき策定する介護保険事業計画こそが、本町の高齢者福祉行政の目指すとこ

ろとなります」との回答がありました。  

以上の審議をもちま して、議案第４号、 平成２９年度川西町 介護保険事業勘定

特別会計予算を承認いたしました。  

次に、議案第８号、 平成２８年度川西町 一般会計補正予算に ついて、 議案第９

号、平成２８年度川西町国民健 康保険特別会計補正予算について、議案第１ ０号、

平成２８年度川西町後期高齢者医療特別会計補正予算 について、 議案第１１号、

平成２８年度川西町介護保険事業勘定特別会計補正予算については、提案説明ど

おりであり、承認いたしました。  

次に、議案第１ ５号、川西町犯罪被害者等支援条例の制定について 、委員より、

犯罪被害者等支援条例によって、現状と今後の対応の変化について質問があり、

当局より、「平成２８年４月から奈良県において条例が施行され、県内市町村で

は大和郡山市が先駆けて同じく平成２ ８年４月から支援条例を施行したばかりで

すので、現状としては実例が ないと聞いています。天理警察署管内においても、

近年でのこの支援条例に該当する犯罪被害者はおられなかったとのことです。国
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の制度には既に犯罪被害者等給付金制度がありますが、平成２７年度 で見ますと、

裁定済みの被害者数は全国で４５５人、そのうち奈良県内では５人で、裁定総額

は約１ ,３７８万円となっています。内訳は、遺族給付１名、重傷病給付２名、障

害給付２名、不支給が１名おられるようです。国のこの制度は、申請から裁定が

おり、給付金の請求を経て受領するまで相当の期間を要することから、市町村の

給付はそれまでのつなぎの意味も兼ねています。今後の対応としましては、まず

広報等で住民周知に努めたいと考えています。警察沙汰になった犯罪の被害者な

ら誰でも受け取ることができるわけではないので、警察からこの制度に該当する

ことを知らされて初めて申請が上がるのが実情だと思っています 」との回答があ

りました。  

以上の審議をもちま して、議案第１ ５ 号 、川西町 犯罪被害者 等支援条例の制定

についてを承認いたしました。  

次に、議案第２ ２号、川西町特別会計条例の 一部改正について、議案第２ ３号、

川西町介護保険条例の一部改正について、議案第 ２５号、天理市、山添村、川西

町、三宅町及び田原本町一般廃棄物の処理事務委託に関する規約の 変更について

の条例改正２議案 、規約の変更１議案については、いずれも提案説明どおりであ

り、承認いたしました。  

次に、その他提出議 案以外について、委 員より、愛和会が建 設している川西こ

ども園の認可状況及び愛和会に対する町の指導について質問があり、当局より、

「事業認可は県の事務になりますので、確認しましたところ、認可の日付は４月

１日になりますとの回答がありました。内示もないとのことです。県の認可の状

況は、川西町以外からも認可申請があり、川西町が特別でなく、他市町村と同様

に処理されています。川西町といたしましては、認定こども園への申し込みも終

わっておりますので、認可があるものとして事務を進めています。社会福祉法人

愛和会の新聞報道を受けての対応としては、県が適正な法人運営体制の確保を厳

しく指導しています。川西町も県と連携しながら指導しており、適正運営の確約

書も受け取っています。また、天理市や田原本町で愛和会が行っている保育につ

いて確認したところ、適切な保育が実施されており、人気もあると回答を得てい

ます」との回答がありました。  

次 に 、 委 員 よ り 、 国 保 中 央 病 院 の 経 営 状 況 に つ い て 質 問 が あ り 、 当 局 よ り 、

「経営の改善を図るため、人件費など経常経費の削減や入札の改善等により、平

成２７年度は黒字に転じ、平成２８年度も黒字となる見込みです。また 、運営負

担金については、普通交付税及び特別交付税の算定において自治体が病院を運営

していることによる 基準財政需要額等が算入されており、その算入額の合計を負

担金として支出しています。引き続き国保中央病院に対して経営の安定化を図る

よう指導してまいります」との回答がありました。  

次に、当委員会に係 る審査案件につきま しては、地方自治法 第１０９条第９項

の規定に基づき、議会閉会中においても調査並びに審査できるよう議決されんこ

とをお願い申し上げまして、厚生委員会を代表いたしましての委員長報告といた
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します。  

議員各位の御賛同を賜りますようお願い申し上げます。  

議   長（森本修司君）   続きまして、総務・建設経済委員長、中嶋正澄君。  

総務・建設経済委員長（ 中嶋正澄君）   議長の御指名をいただきましたので、総務・

建設経済委員会を代表いたしまして委員長報告をいたします。  

当委員会は、平成２ ９年３月２２日に開 催し、当委員会に付 託されました各議

案について、当局から詳細な説明を受け、慎重に審議いたしました。  

まず、議案第１号、平成２９年度川西町一般会計予算についてであります。  

委員より、ふるさと 納税の現状と効率性 及び今後の 展開につ いて質疑があり、

当局より、「記念品等の歳出予算から寄附金歳入予算を決めている。記念品の充

実を図りながら寄附の増額を募りたい。また、ふるさと応援寄附金事業は、川西

町を知ってもらう、川西町の魅力を発信していく手段であると考えている。しか

し、町民が他の公共団体に寄附されることで税に影響するということも住民に周

知していく必要があると考えている。収支の面においては、職員の人件費関係に

おいてもそんなにはかかっていないのかなと思っている。町民が他の地方公共団

体に寄附されている政治仕組みがある以上、本町から他市町村 に税が流れること

を見過ごせない。町収入を守る立場で継続して実施していかなければならないと

考えている」との回答がありました。  

委員より、「公会計 処理について、決算 時での一括処理では なく、日々仕訳は

できないのか」との質問があり、当局より、「公会計ベースの決算書は、平成２

６年度決算分から会計事務所に委託して作成している。しかし、今後継続しての

委託は適当でないので、昨年度から３年の債務負担をお願いし、公会計での決算

事務について一括処理を前提として関係課で事務処理方法を習得しているところ

である。御質問の日々仕訳につい ては、一括処理での事務に習熟してから取りか

かりたいと考えている」との回答がありました。  

委員より、防災無線 の戸別受信機または 屋外拡声器などの設 置方式について質

疑があり、当局より、「予算では全戸分の戸別受信機を配置することで計上して

いるが、屋外拡声器のみでは情報伝達の確実性に不安があり、 拡声器の性能次第

では周辺住民に悪影響を及ぼす場合もあることを確認している。また、高齢者な

ど戸別受信機が必要と思われる方もおられますので、従来どおりの戸別機と屋外

機の併用を想定している。また、新型機種の性能では、スマートフォンや パソコ

ンなどへの伝達も可能なので、自治会などへのアンケートなどで戸別機の設置台

数を制限し、経費を節減したいと考えている」との回答がありました。  

続いて、委員より、通学路のＬＥＤ街灯の整備について質問があり、当局より、

「児童生徒の帰宅時の安全対策を主眼に設置するものであり、現在設置されてい

る自治会内の通学路の既設の街灯も含め、ＬＥＤ化を行うものである。通学路に

ついては、教育委員会で管理している通学路をベースに考えている。３カ年計画

で単年１ ,０００万円ぐらいの事業費を想定している」との回答がありました。  

また、委員より、「防犯カメラ設置の予算があるが、通学路に設置するものか、



 - 65 - 

また、企業・店舗などが設置している防犯カメラと重複などしないか」との質問

があり、当局より、「防犯カメラについては、通学路において２カ所の設置予定

であるが、設置場所については地元自治会とも協議し、周辺の状況も調査を行っ

て、効率のよい場所に設置したい」との回答がありました。  

また、委員より、「 青少年事業として行 う 木育イベントにつ いては、委託して

のイベント実施より、木育に係る備品等の購入をするほうが よいのでは」との質

問があり、当局より、「補助金を活 用し行うイベントであり、備品のみの購入は

対象とならない。また、今回業者に委託し、イベントを行うことによって、その

ノウハウを吸収する機会ともなり、職員のスキルアップにもつなげたい」との回

答がありました。  

また、委員より、「 島の山古墳発掘調査 報告書の作成業務委 託が今回計上され

ているが、発掘調査後、今日までの取り組みの状況は」との質問があり、当局よ

り、「島の山古墳発掘調査については、橿原考古学研究所が主体となり、複数の

調査員により調査が実施された。このたび、調査に参加された調査員がそれぞれ

の受け持ち部分について作 成いただいた報告書並びに遺物の写真撮影がおおむね

完了することから、２９年度においてそれらをまとめた報告書として作成を行う

ものである」との回答がありました。  

また、委員より、「 島の山古墳整備事業 費として保存活用計 画策定業務と古墳

周りのガードレールの設置費が計上されているが、古墳周辺より墳丘部の保存整

備を行うべきではないのか」との質問があり、当局より、「保存活用計画につい

ては、島の山古墳を整備するに当たり義務づけられているものである。また、墳

丘部は国の史跡指定を受けていることから、一連の計画を策定した後でないと 整

備についての承認は得られないものと考えられる。ガードレールについては、県

の補助金を活用し、比売久波神社までの 参道でもある古墳西側一部について、今

後の整備も踏まえながら、景観に重視したものにつけかえる計画である」との回

答がありました。  

委員より、「町税収 の今後の見通しにつ いてはどう見ている のか」との質問が

あり、当局から、「今後の人口減少により、個人住民税については減少傾向、法

人税についても税制改正による税率の引き下げにより減少が見込まれる。固定資

産税については、工業地域の拡大による家屋、償却資産の増加も見込 まれるとこ

ろではあるが、土地価格の下落により固定資産税全体としてはほぼ横ばいが見込

まれる。また、他の町税についても減少や横ばいと考えており、町税全体として

は今後減少していくものと考えている」との回答がありました。  

次に、委員より、「 引き上げ分 の消費税 税収の社会保障費の 予算への反映につ

いて、社会保障予算の自然増分に対応するという従前の見解は変わらないか」と

の質問があり、当局より、「変わりはない。しかし、２９年度予算での社会保障

費 へ の 反 映 分 は 、 全 額 社 会 保 障 経 費 の 一 般 財 源 と し て 措 置 さ れ て い る 状 況 で あ

る」との回答がありました。  

また、委員より、「 中長期的に税収に多 くの期待ができない 中で、今後の経常
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収支比率等の財政指標をどの ように維持していく心づもりか」との質疑 があり、

当局より、「経常収支比率などの財政指標を良好な状態に維持していくには、一

般財源で賄われる経費の縮減が必要になり、そのために動向が明確に予想できる

公債費などについて、減債基金などを活用した繰り上げ償還などを行い、コント

ロールしていくことが考えられる。また、長期的な税収の動向も踏まえて、不要

不急の事業種別を行いつつ、団塊の世代が後期高齢者に入る時期までにイン フラ

などの整備を行いたい」との回答がありました。  

また、委員より、「 本町の魅力としては 、住民と役場の距離 が近いということ

である。その点を生かすための職員 数と人口のバランスをどのように考えるか」

との質問があり、当局より、「将来の財源が保証されない状況において、賃金カ

ットなどは行わずにいきたいと考えているので、やはり職員数の適正化は進めて

いきたいと考える。繁忙期の対応は、臨時的な対応でカバーしていきたい」との

回答がありました。  

委員より、コミュニ ティバスの妥当性及 びデマンドタクシー の導入について質

問があり、当局より、「現在のコミュニティバス運行は、交通空白地及び買い物

難民の足となっているため、妥当であると考えている。また、バスダイヤにおい

て、時間短縮には費用が増加する。財政状況を踏まえた上で、地域公共交通会議

で意見を頂戴する。また、企業バスを利用させていただくなど、利便性を考えて

検証・検討したいと考えている。デマンドタクシーについては、情報収集をもと

に、地域公共交通会議で検討いただくよう考えている」との回答がありました。  

委員より、農業支援 、ネブカの支援につ いて質問があり、当 局より、「ネブカ

生産部会に対し側面的支援を行い、今後も続けていきたい。 ネブカだよりの発行、

大学文化祭模擬店に対する支援によるＰＲ活動、中部農林による農薬残留検査等、

生産支援の活動に補助金が使われています。町、商工会、中部農林、ＪＡにより

生産拡大、ブランドの確立に取り組んでいる」との回答がありました。  

委員より、商工会補 助金について、算出 根拠及び商工会補助 金の見直しについ

て質問があり、当局より、「人件費を含む商工会運営補助と事業費について補助

金を実施しているのが現状である。平成２９年度中に商工会事業の洗い出しを実

施し、補助金の見直し及び補助要綱について検討する」との回答がありました。  

委員より、唐院工業 団地の拡張に係る設 計委託の内容及び事 業方針について質

問があり、当局より、「造成、交通、排水、土地利用、工事費概算などについて

の計画全般の設計委託である。現在、奈良県工業ゾーンプロジェクトチームと連

携して進めているが、工業団地全体計画を策定する必要がある。事業手法につい

ては検討段階で、事業費も多額であり、町の一大事業であることから、議会の承

認を得て進めていく必要 があると考えている。事業リスクについては、既に希望

企業がある。議員の皆様と意見交換を行い、慎重に事業を進めてリスク回避して

まいりたいと考えている」との回答がありました。  

委員より、「年次計 画による道路補修は 行わないのか」との 質問に対し、当局

より、「年次計画ではなく、自治会要望や町内パトロールにおいて現場の確認を
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行い、交通量や利用頻度を考慮に入れ、補修に対する優先順位を決定しています。

２８年度は、自治会要望の道路整備等に関しましては９月補正で承認いただいた

予算において、かなりの成果が上がっていると考えておりま す。今年度は中村地

区内水路補修及び南吐田寺川堤防道路のフェンス補修を予定しています。今後も

予算の範囲内において、路面の傷みぐあい、利用状況を考慮に入れて補修を行っ

ていきたいと考えています」との回答がありました。  

委 員 よ り 、 駅 前 整 備 の 予 算 状 況 と 踏 切 拡 幅 に つ い て 質 問 が あ り 、 当 局 よ り 、

「踏切部分を別で実施することは測量費が割高になるため、全体の用地測量を実

施する。また、近鉄と交渉、協定が進まないと前向きに事業が進まないのが現状

で、踏切拡幅の経緯を説明した上で、全体計画を作成し、近鉄と交渉、協定を締

結し、踏切拡幅に ついて明確にしていきたい。駅前整備の目的は、南北踏切の拡

幅を含めた交通状況の解消、駅舎が南側にあることでの混雑状況の解消である。

よくよく確認しながら進めていく考えである」との回答がありました。  

委員より、住宅審議 会の進捗状況と今後 について質問があり 、当局より、「住

宅政策について、２８年度から住宅審議会を立ち上げ、１１月に第１回目を実施

いたしました。年が明けて第２回を実施し、３月に第３回を実施したいと考えて

おります。今年度も住宅に対する諸問題に意見をいただくために、３回の実施を

考えています。この審議会で適切な 管理戸数や継承問題等に対し意見をいただけ

ると考えております。人口減少や自治会運営に対応していくため、「収入基準や

在 勤 要 件 を 緩 和 し て 、 若 年 層 の 入 居 を 優 先 し て は 」 、 「 入 居 の 募 集 を 再 開 し て

は」、「改良住宅の建てかえは行わない」等の意見が出されました。また、適正

な管理戸数については、継続して審議する必要があると意見をいただきました」

との回答がありました。  

委員より、ハザード マップによる浸水地 域等の住民への意識 づけについて質問

があり、当局より、「昨年に立ち上げられ、大和川上流部大規模氾濫に関する減

災対策協議会において もハザードマップは配布されているが、住民への周知が十

分でないことが懸念されるというように、当該協議会全域の市町村でも課題とし

て認識されている。今後、浸水位表示等の見直しが必要であるのかを含め、浸水

地域を住民へ十分な周知を検討していきたい」との回答がありました。  

委員より、「学校に おいて道徳の授業が 始まるが、 道徳の教 科書の採択の流れ

について」の質問があり、当局より、「小学校においての道徳の授業は、平成３

０年度からとなる。この教科書の採択は平成２９年度に行うこととなるが、当町

は、磯城郡及び高市郡の５町村で構成される第１１採択地区協議会に属している。

流れとしては、夏前に協議会において選任した５名程度の調査員により検定本の

調査を行い、８月中旬にこの調査報告をもとに構成５ 町村の教育長及びＰＴＡ代

表２名により構成される協議会において選定を行った後、それぞれの教育委員会

議において採択されることとなる」との回答がありました。  

また、委員より、「 道徳が教科化となる と、評価については どうなるのか」と

の質問があり、当局から、「道徳については、数値による相対的な評価ではなく、
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記述式となり、児童生徒がいかに成長したかを積極的に受けとめ ながら、認め、

励ます個人内評価として行うこととなっている」との回答がありました。  

また、委員より、小 学校等における空調 設置のスケジュール 及び財源について

質問があり、当局より、「財源については補助金の活用を予定しており、３０年

度の交付に向けた手続を行っているところである。空調設置のスケジュールは、

２９年度に実施計画を行い、３０年６月ごろの補助金交付決定後の発注となるた

め、早くとも８月ごろの着工、２学期からの利用となる。また、補助金の交付が

おくれる場合については、授業 時数の増加等による授業時間確保の必要から、夏

季休業期間の短縮等についても検討していく必要があり、状況を見ながら総合的

に検討してまいりたい」との回答がありました。  

また、委員より、「 給食運営費において 食材費が計上されて いるが、子育て支

援 の 一 環 と し て 何 ら か の 支 援 は 考 え ら れ な い か 」 と の 質 問 が あ り 、 当 局 よ り 、

「現在、学校給食においては食材費のみの負担を保護者にお願いしている。子育

て支援としては、医療費の補助の拡充等、いろいろな手だてを講じているところ

であり、給食費への支援については、それらも踏まえ総合的に検討してまいりた

い」との回答がありました。  

以上の審議をもちま して、議案第１号、 平成２ ９年度川西町 一般会計予算を承

認いたしました。  

次に、議案第５ 号、 平成２ ９年度川西町 住宅新築資金等貸付 事業特別会計予算

については、提案説明のとおり承認いたしました。  

次に、議案第６ 号、平成２９年度川西町水道事業会計予算についてであります。 

委員より、「収益的収入及び支出について、平成２９年度当初は収入２億３ ,６

４２万７ ,０００円に対し、支出２億８１５万５ ,０００円の黒字となっている。

また、平成２８年補正予算についても黒字となっているが、料金の値下げを考え

ているのか」との質問があ り、当局より、「平成２８年度補正予算については、

平成２９年度の県水直結配水を見据え、浄水施設の維持補修について極力抑制し

たため、支出額が減少している。料金の値下げについては、黒字が続く場合には

当然しなければならないと考えているが、平成２９年度は県水転換の初年 度であ

り、その結果を分析し、検討していきたい」との回答がありました。  

ま た 、 委 員 よ り 県 水 転 換 に よ る 施 設 の 処 分 に つ い て 質 問 が あ り 、 当 局 よ り 、

「県水転換により浄水施設は不要となる。また、浄水施設の管理もなくなること

から、水道事務所の経常経費の削減を図るために 、事務所を本庁に移転する方向

で考えている」との回答がありました。  

委員より、浄水施設 跡地の活用について 質問があり、当局よ り、「大和中央道

の開通により、跡地の不動産価値も変わっていくものと考えているので、早急な

処分は考えていない。施設の取り壊し等の経費がかかることから、将来的には企

業用地等にしたいと考えている」との回答がありました。  

委員より、「全量県水受給に転換した場合に県水の受水費が下がった場合には、

水道料金は下がると考えていいのか」との質問があり、当局より、「県水の受水
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費の改定期間は１０年で、今年で半期 が過ぎたことになる。今後の改定で値上げ

になるか値下がりするのかは現在のところ不透明であるが、県水の受水費に連動

した形の料金にしたいと考えている」との回答がありました。  

委員より、「水道会 計への一般会計から の繰り入れは考えて いないのか」との

質問があり、当局より、「水道事業については企業会計であり、現在のところ考

えていない」との回答がありました。  

委員より、「基本料 金をなくすことは考 えていないのか」と の質問があり、当

局より、「基本料金は水の使用量と関係なく必要となる経費、例えば検針やメー

ターの維持管理に要する 費用に対するものとして算定しているので、今のところ

なくすことは考えていない」との回答がありました。  

次 に 、 委 員 よ り 、 「 磯 城 郡 水 道 事 業 広 域 化 支 援 業 務 委 託 料 と は ど う い う も の

か」との質問があり、当局より、「磯城郡３町の広域化を実現するための問題点

の洗い出し、ロードマップの策定等の支援を行う。田原本町、三宅町においても

計上されている」との回答がありました。  

委員より、「広域化 の形態等をどのよう に考えているか」と の質問があり、当

局より、「平成２９年度に明らかになっていくものと考えている。広域化推進協

議会の中で、３町間ですり合わせをしていくことになる。また、磯城郡水道事業

広域化支援業務委託料の計上も、そのための技術的支援となるものである」との

回答がありました。  

委員より、「広域化についての本町のスタンスは」との質問があり、当局より、

「住民に対し有利か どうかで判断していきたいと考えている」との回答がありま

した。  

以上の審議をもちま して、議案第 ６号、 平成２ ９年度川西町 水道事業会計予算

を承認いたしました。  

次に、議案第７ 号、 平成２ ９年度川西町 下水道事業会計予算 について は、提案

説明のとおり承認いたしました。  

次に、議案第８ 号、平成２８年度川西町一般会計補正予算についてであります。 

委員より、「法人税 の減額補正について は、企業の規模が大 きい９号法人によ

る影響か。全体的な企業の業績悪化によるものなのか」との質問があり、当局よ

り、「予算で見込んでいた主要法人中、企業の規模が大きい９号法人２社の影響

によるものと、税制改正による税率引き下げによる全体的な影響によるもので あ

る」との回答がありました。  

委員より、「要望事 項として、他町で督 促状の発送について の不適正な対応が

あり、本日の新聞にも掲載されていたが、本町では適正に処理していただくよう

申し添えておく」との意見の提示がありました。  

以上の審議をもちま して、議案第 ８号、 平成２ ８年度川西町 一般会計補正予算

を承認いたしました。  

次に、議案第１ ２号 、平成２ ８年度川西 町公共下水道事業特 別会計補正予算に

ついて及び議案第１３号、平成２８年度川西町水道事業会計補正予算については、



 - 70 - 

提案説明のとおり承認いたしました。  

次に、議案第１４号、川西町空家等対策条例の制定についてであります。  

委員より、６条関係 の緊急措置対応につ いて、所有者との話 がつかない、所有

者が不明でほったらかしになっている物件についての対応などについて質問があ

り、当局より、「所有者が明確であれば、所有者に依頼し続ける。所有者が不明

な場合、所有者特定のため専門家に依頼することになる。現在、２年前から所有

者不明の案件を扱っている。所有者判明には時間を要するため、危険家屋の改善

が図れない場合などには緊急措置により対応する」との回答がありました。  

以上の審議をもちま して、議案第１４号 、川 西町空家等対策 条例の制定につい

て承認いたしました。  

次に、議案第１６号 、 行政手続における 特定の個人を識別す るための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

の一部改正について、 議案第１７号、川西町 個人情報保護条例及び個人情報保護

条例の一部を改正する条例の一部改正 について、議案第１ ８号、職員の勤務時間、

休暇等に関する条例の一部改正について、議案第 １９号、職員の育児休業等に関

する条例の一部改正については、提案説明のとおり承認いたしました。  

次に、議案第２０号 、一般職の給与に関 する条例の一部改正 についてでありま

す。  

委員より、当該条例 の改正理由等につい て質問があり、当局 より、「国の制度

に準じ、３号給の標準昇給対象者を５級以上から７級以上の職員とすることとし、

今後、早く５級に昇格する職員が不利益を こうむらないようにするための改正で

ある。また、既に不利益を こうむっている職員については、過去の昇給抑制時の

復元事例を踏まえ、不利益を解消する方向で検討している」との回答がありまし

た。  

以上の審議をもちま して、議案第２０号 、一般職の給与に関 する条例の一部改

正について承認いたしました。  

次に、議案第２１号 、川西町 税条例の一 部改正について、議 案第２ ４号、川西

町自動車駐車場条例の一部改正について 及び議案第２６号、 川西町・三宅町就学

指導委員会共同設置規約の一部を変更する規約については、提案説明の とおりで

あり、承認いたしました。  

次に、議案第２７号、川西町第３次総合計画基本構想についてであります。  

委員より、「総合計 画について、住民の 声を反映させた計画 となっているが、

今年度実施された町長と語るタウンミーティングの今後の取り組みについて」の

質問があり、当局より、「平成２ ８年度、全自治会で町政報告会、タウンミーテ

ィングを実施させていただきました。いただいた意見を消化できていないのが現

状ですが、できればこの取り組みを続けていきたい」との回答がありました。  

以上の審議をもちま して、 議案第２７号 、 川西町第３次総合 計画基本構想につ

いて承認いたしました。  

以上が、当委員会所管の議案に対してなされた質疑及び回答であります。  
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次に、当委員会 所管 に係る審査案件につ きましては、地方自 治法第１０９条の

規定に基づき、議会閉会中においても調査並びに審査できるように議決されんこ

とを望みまして、総務・建設経済委員長報告とさせていただきます。  

何とぞ議員各位の御賛同を賜りますようお願い申し上げます。  

議   長（森本修司君）  以上で各委員長の報告が終わりましたので、これより委員長

報告に対する質疑に入ります。  

質疑ありませんか。  

           （「なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  質疑がないようですので、質疑を終わり、これより討論に入

ります。  

討論ありませんか。  

１１番  芝和也君。  

11番議員（芝 和也君）  １１番、芝和也です。それでは、今議会に上程されました、

議案第１号、平成２９年度川西町一般会計予算についてより、議案第２７号、川

西町第３次総合計画基本構想についてまでの２７議案に対する討論を行います。  

態度表明であります が、１号、２号、３ 号、６号の一般会計 を初め新年度の４

本の予算案には反対、あとの２９年度の予算案３本、２８年度の補正予算案６本、

条例案１１本、規約の変更案２本、本町第３次総合計画基本構想についての合計

２３本の議案につきましては、いずれも賛成するものであります。  

まず、２９年度の予 算案についてであり ますが、これは、向 こう１年間 の川西

町の財布の使い道をどうするのかという問題であります。その年によって若干の

変動はありますが、本町の場合、歳入ベースで見てみますと、その構成割合は、

町税収入、交付税収入、基金の取り崩し及び借金等々でおおむね３分の１ずつの

配分で構成されておりまして、ここは大きな動きは起こりません。したがって、

この入りをベースとして、各取り組みに対して使い道の分配割合を工面していく

ということになります。いずれにしましても、地方財政の仕組みが定まっており

ますので、本町にしてみましても、どこの自治体にしてみましても、その仕組み

は同じでありますから、貧乏なところと裕福なところみたいな大きな違いが生じ

ることなく、行政施策のレベルを一定に保って、住民要求をかなえるべく、等し

くその手当てや工面ができるゆえんがこの仕組みということになります。  

この間議論を重ねて いる基本的な問題で は、老後と子育てに 対する支援強化に

しっかり取り組み、本町の特徴から、大工業地帯でもなければ大農村 地帯でもあ

りませんので、いわゆる給与所得者として暮らしている住民が普通に生計を立て

て、日々の暮らしを営んでいる地域でありますから、それにふさわしい取り組み

として、暮らしの 手だてを厚くすることを主に議論の中心に据えているところで

あります。  

この点では、就学児 童を中心に、その親 御さんの負担軽減制 度が一歩ずつ前進

を始めていることは確かでありますし、もともと０歳児のみ が対象でしかなかっ

た医療費の補助制度も、義務教育終了まで入通院に対して支給されるよう制度化
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されましたし、小学校１年生に対しては制服の支給も始まりましたし、長く懸案

事項にありました幼稚園や小学校へのクーラーの設置もめどが立ち始めました。

この間課題となっていたものが動き始めていることは、喜ばしい限りであります。  

今日の時点でも議論 の渦中にありますが 、就学援助制度の入 学準備金を入学後

に支払っているこれまでの手だてを入学準備時期に間に合わせることや、中学１

年生への制服の支給も必要な取り組みになりますし、医療費補助制度も、国保証

の支給年齢と同等の高校卒業まで引き上げる問題や、また、給食費への援助措置

もまだ始まっていませんので、世間の流れからすれば、この取り組みもほったら

かしというわけにはいきませんから、手だては早晩求められる問題であります。  

また、社会保障の手 だても、国が自然増 分すら増額せずに減 らし続けておられ

ますので、所得収入に 変動がないにもかかわらず、以前は受けられた軽減制度か

ら外れてしまうなどの問題がこの間始まっているのが現状であります。この解決

は、一自治体の努力だけで見ることはできませんが、少なくともその負担増を見

て過ごすことがよいのかどうかが鋭く問われてきていることは紛れもない事実で

ありますので、この点では議論は平行線ですが、一般財源の他会計への繰り出し

なしには事は進みませんので、その 判断のもと 実施に踏み切らない限り、策を講

じることは不可能であります。この点では、国保や後期高齢者、そして水道事業

等々への繰り出しを手がけて、 住民の暮らしに資する、自治体が取り組むべき有

効な手だてとして活用することを強く求めるものであります。最低限、消費税の

増税分として、社会保障財源として配分されてきている交付金の全額をそのまま

社会保障財源に回すことは当然の措置でありますので、ここは即刻踏み切られん

ことを求めるものであります。  

また、地域経済の活 性化も多方面でその 取り組みが求められ ていることも、議

員各位の議論を通じても避けて通ることはできない本町の大切な取り組みであり

ます。新年度の事業執行は補助が見込まれないことから見送られましたが、人材

バンクの取り組みもその一つでありましょうし、住宅リフォームへの援助制度も、

経済対策としては決してマイナスには働きませんから、住民、事業者にとってと

もにプラスとなる魅力的な制度として世間的には定着していることからも、本町

でも実施に踏み切ることを求めるものであります。  

同様に、太陽光パネルの設置の促進も大きな効果を生むものと心得ます。  

また、昨年一巡され ました、いわゆるタ ウンミーティングで ありますが、新年

度は未定ですし、宿題を消化してからでないと出向きにくい旨のお話も議論を通

じて町長はお述べでありましたが、求めているこ の取り組みは、単なる御用聞き

の場ではありませんから、もっと率直に思っていることを住民に投げて、みんな

の知恵を絞って、行政と住民とが一体になって、これからのまちづくりの取り組

みに生かしていく場にすることが重要と心得ます。これは、規模の大きな自治体

では絶対にできませんので、本町ならではのことですから、これを生かさない手

はないと私は確信します。ぜひ定着なされんことを求めるものであります。  

今後、企業立地と駅 周辺整備には多額の 事業費用を要する取 り組みになります



 - 73 - 

が、これがためにほかに手がつけられないという理由は成り立 ちませんし、その

規模と必要性を見誤らない限りは、財政上の心配はそう生じるものではないと考

えます。過剰投資か否かでありますので、ここは今後の特別委員会においても重

点テーマになってくることでありましょうし、工業団地では塩漬けの問題、駅周

辺整備では必要性の度合いの問題等々に十分に留意して取り組まれんことを求め

るものであります。  

町長とは意見を全く 異にするということ ではありませんし、 その手法や力点の

置き方に違いはありますが、方向性では１８０度相反しているというようなこと

は、私はお互いの 思いや意見にないと思っておりま す。特にソフト面では確実な

前進が始まっておりますので、これらを大切にされまして、財政配分における使

い道として、会計独立の原則は原則として、事態打開の必要性にかんがみて、そ

れを執行するためには避けて通れない他会計への財政出動に踏み切られんことを

引き続き求める次第であります。  

また、川西町が住民 の皆さんの意を酌み 、身近で役立つ存在 としてますます寄

与するべく、住民の皆さんと知恵を出し合える場、行政や町長の意向がざっくば

らんに出し合える場、これができる規模の自治体ですので、そうした条件が存分

に生かされた取り組みを持 たれんことを求めまして、一般会計予算については反

対をするものであります。  

次に、国保と後期高齢者医療の予算案についてであります。  

国保は、本町一本で 取り組む最終年度に 当たります。次年度 からは県での一本

化に移行することになりますので、そういう点では独自の工夫に取り組める最後

の年ということになろうかと存じます。いずれにしましても、本町の国保加入者

の所得構成は、２００万円以下が８割を超えているのが実情です。これは、国保

の避けて通れない特徴です。組合健保の場合は、労働年齢人口の加入者ばかりで

ありますから、まずは一定 の収入がある皆さんが中心で、お医者さんにもそうし

ょっちゅうかかることもありませんが、現状の国保は、これらの皆さんが退職後

に加入される医療保険でありまして、国民皆保険制度の維持には欠かせない保険

がこの国保ということにほかなりません。加えて、収入の中心が年金の方が大半

になってきますし、さらには、加入者の構成年齢が必然的に高くなることは避け

られませんので、必要な医療の度合いも組合健保とは比較になりません。保険料

収入はそうありませんが、医療費の支払いは相当かさむのが国保の財務上の大き

な特徴であります。  

しかも、国保におけ る低所得者対策とし て法定されている減 免制度があります

が、半分以上の加入者がこの制度に該当する皆さんでありますので、今後医療費

が膨らんだ分を保険税に上乗せして徴収しようとしても、それは賦課は幾らでも

できますが、問題は 、支払い能力を超えて賦課していくだけのことで、あとは滞

納が生じ、下手をすると加入者本人にはペナルティーが 科せられるだけのことで、

医療保険としての体をなしていると言える取り組みには到底ならないことは火を

見るよりも明らかと存じます。  



 - 74 - 

そのためには、少な くない自治体が踏み 切っている法定外の 繰り入れ をするか

否かの判断が欠かせません。ここはこれまで議論は全く平行線ですが、支払い能

力を超えて負担を求めることは、決して自治体の本意として世間に堂々と通じる

問題ではありません。とりわけ、現在の政府の姿勢がこの分やでは極めて希薄で

ありまして、自然増分をも財政上の工面を怠っていることに起因する負担増が後

を絶ちませんので、これをカバーする最後の手だては、住民にとっては自治体施

策以外にはないわけでありますから、これはセオリーどおりの取り組みが住民の

及第点になるかといえば、決してそうではありません。好むと好まざるとにかか

わらず、これは解決策が求められている、避けて通ることのできない問題と心得

ます。引き続きその改善を求めるものであります。  

同様に、後期高齢者 医療 制度も、新年度 からは制度そのもの の見直しにより、

低所得者に対して実施されている保険料の軽減措置が縮小されますし、医療費の

自己負担の上限が外来・入院ともに引き上がることとなり、事実上の低所得者対

策の後退そのものにほかなりません。議論を通じて、これは後退ではないとの弁

も聞かれましたが、その意見は加入者の皆さんに通じるものではありません。こ

の分野でも、これら一連の法定減免に乗っておられる加入者の構成比率は７割を

超えていますので、従前から独自の手だてを打つことを求めてきたことは承知の

とおりでありましょう。これらの皆さんへの現在実施の軽減策が、事実上、今年

の８月から縮小されるということは、制度の後退以外の何物でもありません。現

状を維持するだけでも、自治体が策を講ずる以外にそのレベルを保つことはでき

ないことは明らかであります。その原因は国の取り組みにあることは間違いあり

ませんし、国がしっかりと工面すれば事は起こりませんが、いずれにしましても、

ここは指をくわえて見ているだけで済ますのか、それとも少なくとも現状維持す

べく手だてを講じるのか、自治体としての姿勢が一つの分かれ目になります。国

保並びに後期高齢者の特別会計に対して一般財源を用いて策を講じるか否かの判

断で、加入者の皆さんが置かれている状況は大きく左右されることになりますの

で、一般会計でも一定触れましたが、ここは地域住民の よって立つところの自治

体として、川西町がその権能を存分に発揮して、手だてを講じるべきと存じます。  

これらの取り組みと 一般財源繰出しの判 断を求めまして、両 会計についても反

対するものであります。  

次に、水道会計についてであります。  

今年から県営水道の １００％化が始まり ます。時期は６月末 ごろとのことであ

りまして、これにより、本町の全ての浄水設備が不要となり、その分の経費も同

様に不要となり、新たに購入する原水費用が発生しますが、それはこれまでの経

費との相殺で、基本的に料金への影響は発生することなく運営できるとのことで

あります。また、早晩県水の単価が見直される時期には、基本的には需要が膨ら

んでいることからも、コスト減になるとの見通しのもと、単価引き下げも期待で

きる旨の話も審議を通じて 出ておりましたの で、そのときは水道料金の引き下げ

にもつながるものと期待するところであります。  
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今後の安定供給に向 けた一層の努力をお 願いするものであり ますが、同時並行

で、磯城郡での水道事業の一本化が進められているところであります。県が主導

して事を運んでいるとのことでありますが、話を聞く限りでは、乗らざるを得な

いし、この一本化は避けられないとのことであります。これは、本町にとってプ

ラスに働くか否かも現時点でははっきりしていませんし、判明して離脱できると

は限りません。その辺が非常に不透明なまま船が漕ぎ出された感が否めません。

ここは今後の料金体系や経営面にとって非常に左右する問題になってきていると

存じます。国保の広域化もそうですが、市町村として独自に知恵を絞り、工夫を

凝らして取り組むことが 、おのおのの市町村の市町村たるゆえんでありますが、

さまざまな要因で広域化が膨らみますと、住民が直接公選で首長を選べる自治体

としての意味が薄まらざるを得ませんし、取り組みの自己決定権が失われますの

で、こういう点から見た場合は、決して結構な話にはならないと存じます。  

他方、規模の小さな 本町のような自治体 では、独自の策では できなかったこと

が可能になるという側面も生じますから、これらには是々非々の対応が求められ

てくるものと存じます。本町の場合は、さきに触れましたように、浄水設備は要

りませんし、また、水を供給する動力も全く必要ありませんので、今度の県水一

本化により、水道管の維持管理と集金事務が残ってくるだけのこととなり、磯城

郡は３町ともこの点では同様の条件です。ということは、老朽管の更新等々の水

道管の維持管理の残っている量がそれぞれどれだけあるのかで一定の見通しが出

るものと心得ます。この辺は不利な状況をかぶるこ とのないよう、万全の対応措

置をとられんことを求めるものであります。  

また、水道水は、全 町に行き渡り、全住 民が等しく利用でき る設備として整備

されている今日、その施策は一般行政サービスと何ら変わることのない取り組み

になっております。ここに固定費云々の観点から基本料金を取るとの理由をお述

べでありますが、利用の有無に違いがあるような場合は、それに応じた基本料金

はあってしかるべきかもしれませんが、公営企業とはいえ自治体の施策でありま

すから、ここは考え方を改められまして、基本料金を廃止し、利用量の多い少な

いによる従量式のみの、使用するごとに発生する水道料金オンリーで対応されん

ことを引き続き求めまして、本会計につきましても反対をする次第であります。  

以下、２９年度の当 初予算案、２８年度 の各補正予算案並び に条例関係の各議

案につきましては、いずれの議案も賛成するものばかりであります。  

今般の予算化並びに 条例制定によりまし て、これまで懸案と なっていた空き家

対策の問題も、その解決に向けて進展することとなりますし、職員給与において

も、生じていた不備が解決へ向かうことになりますし、総合計画においても 、川

西町の実情に即した形で先の見通し が一定出されているものに仕上がっておりま

す。これらをもとにして今後のまちづくりに取り組むこととなりますが、町長の

思いを率直に投げられまして、住民各位の知恵を拝聴する場として、また意見交

換もしっかり進め、単なる御用聞きではない、まちづくりに寄与する住民との懇

談の場として、川西町ならではの規模を生かしたタウンミーティングを通年で開
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催され、定着されんことを申し添えまして、上程されました議案に対する賛成・

反対の立場からの討論を終わります。  

議   長（森本修司君）   ほかに討論ありませんか。  

４番  伊藤彰夫君。  

４番議員（伊藤彰夫君）  私は、議案第１号から議案第２７号の全ての議案に対して賛

成の立場で発言させていただきます。  

まず、第１号の川西 町一般会計予算につ きまして、これは、 ４つの活力プラン

のもと、１０年後を目指し、「 安心  すくすく  豊かな心を育む“かわにし” 」を

基本理念として予算が編成されております。したがいまして、これからの川西町、

いいまちをつくっていくための川西町の予算としては妥当であると考えます。  

第２号、第３号の特別会計、国民健康保険及び後期高齢者医療につきましても、

４号の介護保険事業勘定につきまして も、 町民のために必要な事業に必要な額が

計上されていると考えます。一般会計からの繰出金につきましても全て適正であ

ると判断いたしております。  

第６号の水道予算に つきましても、今年 度は６月ごろをめど に県水に１００％

切りかえるという予定になっております。安定した供給が確保されると思います。

したがいまして、今年度の予算編成につきましても特に問題なく、妥当であると

考えております。  

それから、７号から １３号の補正予算に つきましては、年度 末における精算的

な処理をされておりまして、全て適切であると考えております。  

１４号から２７ 号ま での条例の制定及び 一部改正については 、全て精査いたし

ましたところ、特に課題・問題等はございません。全て賛成いたします。  

以上、全案件につきまして賛成の立場での討論を終わります。  

議   長（森本修司君）   ほかに討論ありませんか。  

           （「なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  ほかに討論がないようですので、討論を終わり、これより採

決に入ります。  

お諮りいたします。  

議案第１号について、賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成多数により、本案件は、原案のとおり可決いたしました。  

お諮りいたします。  

議案第２号について、賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成多数により、本案件は、原案のとおり可決いたしました。  

お諮りいたします。  

議案第３号について、賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成多数により、本案件は、原案のとおり可決いたしました。  



 - 77 - 

お諮りいたします。  

議案第４号から議案 第５号までを一括採 決した いと思います が、御異議ござい

ませんか。  

           （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）   異議なしと認め、一括採決といたします。  

お諮りいたします。  

議案第４号から第５号までの５議案について、賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成全員により、各案件は、原案のとおり可決いたしました。  

お諮りいたします。  

議案第６号について、賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成多数により、本案件は、原案のとおり可決いたしました。  

お諮りいたします。  

議案第７号から議案 第１３号までを一括 採決したいと思いま すが、御異議ござ

いませんか。  

           （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）   異議なしと認め、一括採決といたします。  

お諮りいたします。  

議案第７号から第１３号について、賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成全員により、各案件は、原案のとおり可決いたしました。  

お諮りいたします。  

議案第１４号から議 案第２７号までを一 括採決したいと思い ますが、御異議ご

ざいませんか。  

           （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）   異議なしと認め、一括採決といたします。  

お諮りいたします。  

議案第１４号から第２７号について、賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成全員により、各案件は、原案のとおり可決いたしました。  

お諮りいたします。  

会議規則第２２条の 規定により、発議第 １号、川西町議会政 務活動費の交付に

関する条例を廃止する条例について、発議第２号、際限ない年金減額をストップ

して誰もが安心できる年金制度への改善を求める意見書について、発議第３号、

「介護保険制度の見直し 」を求める意見書について、発議第４号、 「介護従事者

の 勤 務 環 境 改 善 及 び 処 遇 改 善 の 実 現 」 を 求 め る 意 見 書 に つ い て 、 発 議 第 ５ 号 、

「テロ等組織犯罪準備罪 」（共謀罪）法案阻止を求める意見書についての５議案

を追加議題といたしたいと思いますが、これに御異議ございませんか。  
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           （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）   異議なしと認め、追加議題といたします。  

日程第２、発議第１ 号、川西町議会政務 活動費の交付に関す る条例を廃止する

条例について、提出者の説明を求めます。  

８番議員  寺澤秀和君。  

８番議員（寺澤秀和君）   議長の指名をいただきましたので、川西町議会政務活動費の

交付に関する条例を廃止する条例の提案理由を述べます。  

平成１４年から交付 されております政務 活動費でございます が、奈良県内にあ

る２７町村のうち、この制度の適用を受けているのは５町村議会だけでございま

す。これらの諸事情を考慮し、さらには、近年、政務活動費の使途をめぐる問題

が国内及び県内に相次いで起きている等の社会情勢にかんがみ、当議会の透明性

をより一層高め、町民からの信頼をさらに厚くしていくことが必要であると確信

した次第でございます。  

よって、このたび政 務活動費を廃止する ことが妥当であると 判断し、川西町政

務活動費の交付に関する条例を廃止する議案を提出させていただきましたので、

どうか議員各位には 、これらの趣旨を十二分に御理解をいただき、御賛同賜りま

すよう、よろしくお願い申し上げます。  

議   長（森本修司君）   説明が終わりましたので、質疑を 省略し、討論に入ります。  

討論ありませんか。  

福西議員。  

３番議員（福西広理君）   ３番、福西広理でございます。それでは、発議第１号、川

西町議会政務活動費の交付に関する条例を廃止する条例について、反対の立場で

討論いたします。  

政務活動費は、提案 理由でおっしゃ っ た とおり、昨今、メデ ィアや新聞各紙で

も頻繁に取り上げられ、全国各地で大きな話題となっております。しかし、その

中で問題とされているのは、その使途の不透明さと私的流用に関してであり、住

民の皆様から求められているものは、使途 の明確化と活動費の有効活用であり、

政務活動費交付の廃止ではございません。  

現在、川西町議会で は、月１万円、年間 １２万円の政務活動 費の交付が認めら

れ、規則第９号には、使途基準として調査、研究、研修、会議、資料作成、資料

購入、そして事務費の６項目を政務活動費と認め、これを交付することになって

おります。  

昨今、住民の皆様が 議員に対して求めら れるものは、時代の 変化とともに変わ

り、多岐にわたるものとなっております。議員が住民の意思をきっちりと把握し、

その意思を着実に形にするには、それぞれの議員が行政に対してしっかりと 提案

していくための知識を持ち、備えておかなければなりません。そのためには、議

員それぞれが全国各地の先進事例や、また失敗した事例も含め調査研究を行い、

議員としての資質を向上し続けていかなければならないという認識は、議員の皆

様と共通であると思います。  
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これまで政務活動費 交付の廃止を訴えて おられる議員の方々 と議論を重ねてき

ました中で、政務活動費は議員報酬の中から支払うべきという意見がありました。

しかし、議員報酬は、税務上、あくまでも給与所得であります。そして、政務活

動費は必要経費でありますが、経費を幾ら使っても、 給与所得から所得控除され

る制度には税務上なっておりません。政務活動費の交付をなくすということは、

活動を多く行えば行うほど報酬が減り、活動を全く行わなければ報酬全額が手元

に残るといった状態になってしまいます。また、自らの給与で政務活動を行いま

すので、活動内容を一般公開する義務もなくなり、議会の透明性も損ないかねま

せん。  

政務活動費の廃止を 行うのであれば、こ れらの公平性 ・透明 性の問題を解決す

る別の策も構築しておかなければならないと考えますが、現状ではその制度もな

く、本議会においても提案しておられません。  

以上の理由から、こ の条例の廃止案の提 案理由と同じになり ますが、当議会の

透明性をより一層高め、町民からの信頼をさらに厚くしていくためにも、政務活

動費の交付は必要であると確信し、川西町議会政務活動費の交付に関する条例を

廃止する条例案に反対とさせていただきます。  

議員の皆様方には、 何とぞ慎重に御判断 をいただきますこと をお願い申し上げ

まして、私の反対討論を終わらせていただきます。  

議   長（森本修司君）   ほかに討論ありませんか。  

伊藤議員。  

４番議員（伊藤彰夫君）   私は、この提案に賛成の立場で討論いたします。  

政務活動費は、先ほ どの話もありました が、使い方によって は公私の明確な区

分が曖昧になる場合があり、各地で問題になっております。しかし、本町の議員

には議員報酬が支払われております。私は、政務活動につきましては、これを十

分に使えば活動はできると考えます。  

また、川西町の一部の議員しか使用しておりません。  

よって、この廃止案については、成立すべきと、賛成いたします。  

以上で終わります。  

議   長（森本修司君）   ほかに討論ありませんか。  

芝議員。  

11番議員（芝  和也君）   １１番、芝和也です。反対の立場からの討論です。  

提案理由の説明にあ りますように、政務 活動費の使い方、こ れが社会問題化す

るに至る、俗に生活費と言われるぐらいに、議員のモラルの破壊が きわまりまし

て 、 今 日 の よ う な 問 題 に な っ て き た と こ ろ で あ り ま し て 、 そ れ ら に 起 因 し て 、

我々議員も住民の皆さんから、都度、「あれはどないなったんねん」ということ

で聞かれる頻度もだんだんと上がってきているところであります。  

しかしながら、やっ ぱり議員が活動する 上において 経費は当 然必要であります

し、給料と経費はきちんと分けるべきと心得ますし、また、その使い道において

も、渡し金になる というのが現在の問題になっているわけでありますから、そこ
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は使途を明確にし、そして、１円の支出から全て領収書をつけ、ネット公開など、

全面的にオープンにしていくことによって、この透明性は確保されることになり

ますし、かつ、活動内容が住民の皆さんにオープンになっていくことからも、そ

ういった透明性の観点、使途、使い道の観点から言いますと、問題は起こらない

ものと考えますし、また同時に、議員歳費、給料の問題も、それぞれの議会にお

いて違いが生じますが、全体的に見ますと、町村議会よりも市議会、市議会より

も県議会というふうに給 料は高くなってまいります。その給料の高い議会におい

て政務活動費が本町のように月１万円、年１２万円ではなくて、月４０万円、５

０万円という支出になっているのも、これまたおかしな話であります。  

そういうところが使 い方をむちゃくちゃ にして、そして社会 問題化されている

わけでありますから、本来、議員が議員活動をきちんと行っていくための経費と

して、本町のような議員歳費の低い自治体にこそ、活動経費がきちんと支給され

ていて当たり前ではないかと私は考える次第であります。  

提案理由にある考え 、透明性を求めてと 、そして社会問題化 に 対して解決を見

ていこうということは十二分にわかりますが、議員がきちんと活動をしていくた

めの保障ということでは、それらを自らが制約していくことを取り組めるのはふ

さわしくないと考えますので、今般の提案については反対をするものであります。  

以上であります。  

議   長（森本修司君）   ほかに討論ありませんか。  

           （「なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  ほかに討論がないようですので、討論を終わり、これより採

決いたします。  

お諮りいたします。  

発議第１号について、原案どおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成多数により、本案件は、原案のとおり可決いたしました。  

続きまして、日程第 ３、発議第２号、際 限ない年金の減額を ストップして誰も

が安心できる年金制度への改善を求める意見書について、提出者の説明を求めま

す。  

１２番議員  大植正君。  

12番議員（大植 正君）  際限ない年金の減額をストップして誰もが安心できる年金制

度への改善を求める意見書。  

こ の 間 、 政 府 に お か れ ま し て は 、 「 少 子 化 」 と 「 平 均 寿 命 」 の 延 び を 理 由 に

「マクロ経済スライド」の導入を行い、さらに、昨年、第１９２臨時国会で、年

金制度改革関連法（年金カット法）を決められました。これらによりまして、年

金受給者の今後は、消費税の増税、物価上昇、住民税・医療・介護保険の負担増

等々とも相まって、生きる糧としての食生活をもいよいよ切り詰めざるを得ない

事態が予測される次第であります。  

また、年金は、何も 高齢者だけの問題に とどまりませでして 、この間の一連の
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削減により、現在、現役生活を送っておられる世代にとっても、将来の暮らしに

対して大きな不安をもたらす要因となる大変深刻な問題になっています。  

加えて、年金はその ほとんどが消費に回 ることからも、一連 の年金の引き下げ

問題は、地域経済と地方財政に与える影響は決して少なくありません。すなわち

自治体の行政サービスにも直結する大きな問題とも絡んでおります。  

一方、年金が増えれ ば地域における消費 喚起にもつながり、 地方税収にも反映

し、何よりも高齢者の医療や介護の負担もこれまでよりも 容易 となり、好循環の

波及効果が生まれる土台となることにほかなりません。  

以上見てまいりまし たように、高齢者の 願いは、地域で安心 、安全、健康で長

生きできることですし、老若男女を問わず、その生涯を安心、安定して暮らして

いけるために、住民生活に責任を負う本町議会といたしましては、以下の事項の

実施を切に求める次第であります。  

１、年金制度改革関連法を廃止すること。  

２、年金を毎年引き下げ続ける「マクロ経済スライド」は廃止すること。  

３、全額国庫負担による最低保証年金制度を早期に実現すること。  

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。  

議   長（森本修司君）  説明が終わりましたので、質疑を省略し、討論に入ります。  

討論ありませんか。  

           （「なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  討論がないようですので、討論を終わり、これより採決いた

します。  

お諮りいたします。  

発議第２号について、原案どおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成多数により、本案件は、原案のとおり可決いたしました。  

続きまして、日程第 ４、発議第３号、「 介護保険制度の見直 し」を 求める意見

書について、提出者の説明を求めます。  

７番議員  松本史郎君。  

７番議員（松本史郎君）   「介護保険制度の見直し」を求める意見書。  

現在、政府におかれ ましては、今通常国 会での介護保険制度 の見直しの検討を

進めておられますが、その中には、ヘルパーの生活援助や福祉用具サービスを自

己負担に切りかえる 、利用料２割負担の対象者を拡大する、要介護１、２の通所

介護を市町村が実施する総合事業に移すなど、さらなる給付の削減 ･負担増を図る

内容が盛り込まれています。利用者からは、「生活援助を減らされたら生活が成

り立たない」「利用料が２倍になったらサービスを減らさざるを得ない」など、

見直し案に対する悲痛な声が多数上が っておりまして、家族の介護負担を増大さ

せるこうした一連の見直しは、政府が掲げる「介護離職ゼロ」政策そのものにも

真っ向から反するものと言わざるを得ません。  

こうしたサービスの 削減・負担増一辺倒 の見直しでは、高齢 者の生活を守り、
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支えることが厳しいことはもとより、これから高齢化が一層進展していく中、お

金の心配をすることなく、行き届いた介護が保障される制度への転換は 、本町住

民を初め、全ての高齢者・国民の願いでありまして、介護を 担う職員が自らの専

門性を発揮し、誇りを持って働き続けられる条件整備を一刻も早く実現しなけれ

ばならない問題と心得ます。  

これらの事態改善に 向けまして、本町議 会といたしましては 、国の責任におい

まして人材確保・離職防止の実質的な対策及び安全・安心の介護体制の確立など、

介護保険制度の見直しをしていただくよう、下記の事項について要望を申し上げ

ます。  

１、生活援助を初め とするサービスの削 減や利用料の引き上 げを実施しないこ

と。  

２、家族の介護負担 が軽減されるよう制 度を抜本的に改善し 、施設などの整備

を早急に行うこと。  

３、介護従事者の大幅な処遇改善、確保対策の強化を図ること。  

４、以上を実現するために、政府の責任で必要な財政措置を講ずること。  

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。  

議   長（森本修司君）  説明が終わりましたので、質疑を省略し、討論に入ります。  

討論ありませんか。  

           （「なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  討論がないようですので、討論を終わり、これより採決いた

します。  

お諮りいたします。  

発議第３号について、原案どおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成多数により、本案件は、原案のとおり可決いたしました。  

続きまして、日程第 ５、発議第４号、「 介護 従事者の勤務環 境改善及び処遇改

善の実現」を求める意見書について、提出者の説明を求めます。  

５番議員  石田三郎君。  

５番議員（石田三郎君）   「介護従事者の勤務環境改善及び処遇改善の実現」を求める

意見書。  

超高齢化を迎える中 で、介護従事者の人 材確保・離職防止対 策は喫緊の課題と

なっています。厚生労働省が発表した介護人材需給推計は、団塊の世代が７５歳

以上となる２０２５年には３７ .７万人が不足するとしています。人材不足は地域

の介護施設にも深刻な影響を与えるため、自治体としても看過できない問題であ

り、国が責任を持って解決・改善に当たるべきと心得ます。  

多くの介護施設では 、利用者の安全や必 要最低限の介護を提 供する体制を確保

するため、職員を加配しています。そのような状況でも、介護現場では年次有給

休暇はもとより、公休すら計 画どおり取得できないという実態が横行しており、

法定基準を大幅に引き上げ、労働環境の改善を図ることは、離職防止を進める上
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で重要な課題となっています。国は、介護職員の低賃金の改善を図るためとして、

２０１５年の介護報酬改定で介護職員処遇改善加算を強化しました。しかし、同

時に基本報酬が４ .４８％も引き下げられており、介護事業所の倒産が過去最多と

なるなど、事業所の運営にも深刻な影響が出ています。このような状況の中で、

事業所の継続のために賃金・労働条件の見直しや体制の引き下げなどを検討する

事業所も出てきており、利用者の 安全や介護の質にも影響を及ぼしかねない事態

になっています。  

本来、介護施設等の 安全・安心な職員体 制や介護現場で働く 労働者の処遇の確

保は国の責任で行われるべきであります。しかし、現実には、職員体制の充実は

事業所の努力に委ねられ、処遇改善も利用者・国民の負担に依拠し、さらには介

護報酬の引き下げによって処遇改善や体制確保を不安定にしています。国の責任

で人材確保・離職防止の実質的な対策及び安全・安心の介護体制の確立など、介

護従事者の勤務環境改善及び処遇改善を図る対策を講じられるよう、本町議会と

して下記の事項について切に要望する次第であります。  

１、介護職員を初め とする、介護現場で 働く全ての労働者の 処遇改善を図るこ

と。  

２、介護保険施設の 人員配置基準を利用 者２人に対して介護 職員１人以上に引

き上げること。夜間の人員配置を改善すること。  

３、上記の項目の実現を図るために介護報酬の大幅な引き上げを行うとともに、

処遇改善についての費用は国費で賄うこと。  

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出します。  

議   長（森本修司君）  説明が終わりましたので、質疑を省略し、討論に入ります。  

討論ありませんか。  

           （「なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  討論がないようですので、討論を終わり、これより採決いた

します。  

お諮りいたします。  

発議第４号について、原案どおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  

議   長（森本修司君）  賛成多数により、本案件は、原案のとおり可決いたしました。  

続きまして、日程第 ６、発議第５号、「 テロ等組織犯罪準備 罪」（共謀罪）法

案阻止を求める意見書について、提出者の説明を求めます。  

１１番議員  芝和也君。  

11番議員（芝 和也君）  １１番、芝和也です。本日ここに、去る２１日に政府が国会

に提出いたしました、本町住民を初め国民の内心を処罰する、いわゆる共謀罪法、

テロ等組織犯罪準備法の立法化に反対する国への意見書につきまして、森本修司、

大植正、寺澤秀和、松本史郎、石田三郎の各議員の賛同を得まして提出するもの

であります。  

提出に当たりまして 、賛同者の皆さんを 代表いたしまして、 その趣旨を御説明
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申し上げます。  

皆さんも御承知のと おり、本法案は、意 見書の案文でも触れ ていますとおり、

過去３回国会で廃案とな っている共謀罪を、テロ等 組織犯罪準備罪として名前を

変えて、四たびその成立を目指そうとするものでありますが、そもそもこの法律

が過去３回ともその成立を見なかったのは、２人以上で犯罪を計画した段階で処

罰の対象とするものでありまして、例えば通信ツールのＬＩＮＥの既読でそれが

成立するとのことであります。そうなりますと、思っただけでは犯罪の対象にな

らない刑法における既遂処罰の大原則を大きく踏み外すことになってしまいまし

て、ここにこの法案の根本的な欠陥が含まれているからであります。  

これを無理やりに押 し通して立法化する ということになりま すと、罪 刑法定主

義が貫かれている近代の法治国家としての我が国の屋台骨をも揺るがしかねない

大問題が生じてまいりますので、これが今般のいわゆる共謀罪法案の構造上の欠

陥であり、本質そのものにほかなりません。  

本意見書を紹介 させ ていただいた折にも 、 「悪いやつが捕ま るだけで、善良な

市民には関係がないやないか 」という御意見も議員の皆さんの中には聞かれまし

たが、この法案で言う共謀の対象は誰になるのかという点については極めて不鮮

明でありまして、それは法務大臣自らもこれまでの国会答弁で述べておられると

おりでありますし、この法律を捜査 当局が実行しようと思い ますと、盗聴や密告

による捜査手法による以外は共謀しているか否かの 確かめようがありませんので、

そうなりますと、何が対象で、何が対象でないかは捜査機関の恣意的な判断にな

ってしまうことからも、一般市民がいつその対象として挙がるかなどは極めて不

明確で、広く一般市民が盗聴や監視の対象になってしまうおそれが出てまいりま

すので、憲法が規定している国民の内心の自由を侵す仕組みにほかなりません。  

こうしたことからも 、本法案の立法化は 、現行憲法の規定か らして相当の無理

があることは言うまでもありませんので、本町住民の皆さんが権力の監視下に置

かれかねない仕組みとなるような制度の立法化は、現行憲法下で選出されている

一地方議会としましても到底黙って見過ごせる問題ではありませんので、ここに

意見書を提出しようとする次第であります。  

議員の皆さんにおか れましては、賢明な る御判断をいただき まして、御賛同賜

らんことをお願い申し上げまして、提案の趣旨説明とさせていただきます。  

どうぞよろしくお願いいたします。  

議   長（森本修司君）  説明が終わりましたので、質疑を省略し、討論に入ります。  

討論ありませんか。  

           （「なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  討論がないようですので、討論を終わり、これより採決いた

します。  

お諮りいたします。  

発議第５号について、原案どおり可決することに賛成の方の挙手を求めます。  

           （挙手する者あり）  
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議   長（森本修司君）  賛成多数により、本案件は、原案のとおり可決いたしました。  

以上をもちまして、 本定例会に付議され ました議案について は、全て議了いた

しました。  

お諮りいたします。  

総務・建設経済委員 会、厚生委員会及び 議会運営委員会並び に駅周辺整備特別

委員会所管に係る議会閉会中の審査事件につきましては、地方自治法の規定に基

づき、議会閉会中においても継続して調査並びに審議したいと思いますが、これ

に御異議ございませんか。  

           （「異議なし」と呼ぶ者あり）  

議   長（森本修司君）  異議なしと認め、閉会中においても常任委員会及び特別委員

会を開催できることに決しました。  

以上をもちまして、本定例会の日程は全て終了いたしました。  

議員各位には、何か とお忙しい折にもか かわらず、本定例会 に提案されました

諸議案につきまして慎重に御審議賜り、かつ議会運営に御理解のある御協力をい

ただきましたことに対し、議長として厚く御礼申し上げる次第でございます。  

理事者におかれまし て は、今後も引き続 き厳しい財政環境が 予想されるため、

予算の執行に当たっては、経済性、効率性及び有効性に配慮しつつ、厳正な執行

を望むものであります。また、議員 各位 から出されました御意見なり要望を十分

に尊重していただき、今後の町政に一層の御努力を賜りたいと存ずる次第でござ

います。  

閉会に当たり、町長より閉会の挨拶をお願いいたします。  

町長。  

町   長（竹村匡正君）   平成２９年川西町議会第１回定例会の閉会に当たり、一言御礼を

申し上げます。 

今議会に提出いたしました各議案につきまして、慎重に御審議を賜り、全議案につきま

して議決いただきましたことに、厚く御礼申し上げます。 

審議を通じ議員各位から賜りました御意見、御指摘を真摯に受けとめまして、今

後の町政に取り組んでまいりたいと考えておりますので、議員各位におかれまして

は、より一層の御指導、御協力を賜りますことをお願い申し上げまして、閉会に当

たっての御礼の挨拶とさせていただきます。  

ありがとうございました。  

議   長（森本修司君）  これをもちまして、平成２９年川西町議会第１回定例会を閉

会いたします。  

  ありがとうございました。  

            （午前１１時５８分  閉会）  
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（議決の結果）  

議案番号 件           名 議決月

日 

審議結果 

承認第１号 川西町税条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例の

専決処分について 

3月10日 原案承認 

承認第２号 平成２８年度水道事業会計補正予算の専決処分について 3月10日 原案承認 

議案第１号 平成２９年度川西町一般会計予算について 3月28日 原案可決 

議案第２号 平成２９年度川西町国民健康保険特別会計予算について 3月28日 原案可決 

議案第３号 平成２９年度川西町後期高齢者医療特別会計予算について 3月28日 原案可決 

議案第４号 平成２９年度川西町介護保険事業勘定特別会計予算について 3月28日 原案可決 

議案第５号 平成２９度川西町住宅新築資金等貸付事業特別会計予算につい

て 

3月28日 原案可決 

議案第６号 平成２９年度川西町水道事業会計予算について 3月28日 原案可決 

議案第７号 平成２９年度川西町下水道事業会計予算について 3月28日 原案可決 

議案第８号 平成２８年度川西町一般会計補正予算について 3月28日 原案可決 

議案第９号 平成２８年度川西町国民健康保険特別会計補正予算について 3月28日 原案可決 

議案第10号 平成２８年度川西町後期高齢者医療特別会計補正予算について 3月28日 原案可決 

議案第11号 平成２８年度川西町介護保険事業勘定特別会計補正予算につい

て 

3月28日 原案可決 

議案第12号 平成２８年度川西町公共下水道事業特別会計補正予算について 3月28日 原案可決 

議案第13号 平成２８年度水道事業会計補正予算について 3月28日 原案可決 

議案第14号 川西町空家等対策条例の制定について 3月28日 原案可決 

議案第15号 川西町犯罪被害者等支援条例の制定について 3月28日 原案可決 

議案第16号 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に

関する条例の一部改正について 

3月28日 原案可決 

議案第17号 川西町個人情報保護条例及び川西町個人情報保護条例の一部を

改正する条例の一部改正について 

3月28日 原案可決 

議案第18号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 3月28日 原案可決 

議案第19号 職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 3月28日 原案可決 

議案第20号 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 3月28日 原案可決 
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議案第21号 川西町税条例等の一部改正について 3月28日 原案可決 

議案第22号 川西町特別会計条例の一部改正について 3月28日 原案可決 

議案第23号 川西町介護保険条例の一部改正について 3月28日 原案可決 

議案第24号 川西町自動車駐車場条例の一部改正について 3月28日 原案可決 

議案第25号 天理市、山添村、川西町、三宅町及び田原本町一般廃棄物の処

理事務委託に関する規約の変更について 

3月28日 原案可決 

議案第26号 川西町・三宅町就学指導委員会共同設置規約の一部を変更する

規約について 

3月28日 原案可決 

議案第27号 川西町第３次総合計画基本構想について 3月28日 原案可決 

 


